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 (ヘ)人材養成確保（法第１３条第１項第６号） 

小項目 No.24 人材養成確保の充実 

【中期計画】 

国際協力に係る優れた人材の養成及び確保は、広く技術協力事業全般の基盤の根幹をなすも

のであり、また、我が国技術協力の質的向上に直接関連するものである。このため、公募、登

録、確保及び養成研修の充実を図り、専門家等登録件数を増やすよう努める。そのため、以下

の措置を講ずる。 

●国際協力人材センターにおいて、国際協力への参加機会に関する情報提供、相談業務、及

び人材育成機会に関する情報提供を効果的に行う。 

●ニーズに応じた弾力的な人材養成を行うため、専門家ニーズの把握に努めるとともに専門

家養成研修の研修内容の見直しを行う。 

●人材育成を更に幅広く行うため、インターンシップ制度、ＮＧＯ人材育成プログラム、国

際援助研究機関・大学との連携講座等を推進する。 

【年度計画】 

ア．国際協力関連機関・団体と連携しつつ、引き続き「ＰＡＲＴＮＥＲ」利用者、利用団体並

びに情報提供件数の拡充、人材登録の勧奨に努める。特に多様化する援助ニーズに伴い不足

する分野について、引き続き人材の登録を促進する。 
また、現場の援助ニーズと有為な人材のより的確かつ効率的なマッチングのために、既存

の人材データベースとのリンクやキャリアガイダンス機能の一層の充実を図る。           
イ．平成 17 年度に策定した研修内容の見直し計画に基づき、研修コース等の所要の改編を行

い、在外における援助の現場の知見や援助の各課題についての調査研究の成果を活かしなが

ら、研修を実施する。また、技術協力案件の実施状況等により変化する専門家ニーズの動向

及び研修成果の評価結果等に応じて、今後に向けた研修実施計画を策定する。 
ウ．人材育成を更に幅広く行うため、国際開発問題を専攻する大学院生などの人材を対象とし

たインターンの受入れを引き続き積極的に行う。 
エ．NGO の人材育成に関しては、NGO スタッフ研修(NGO 人材育成研修)、NGO-JICA 相互

研修等各種研修について、NGO 職員と JICA 職員が共同で計画・実施し、引き続き、質の向

上に努める。また、その際、NGO 関係者等市民がより主体的に国際協力を計画・立案する

能力を高めていくことに留意しつつ実施していく。 
オ．国内機関を通じて、地域の大学との連携講座の推進を図るとともに、質的向上を図る。 

【当年度における取り組み】 

国際協力人材の確保及びマッチングの促進の観点から、国際協力人材センターの専用ホームペ

ージ「ＰＡＲＴＮＥＲ」の利用者を増やすとともに、キャリアガイダンス機能を強化した。また、

専門家派遣前研修のカリキュラムの刷新、従来の専門家養成研修を改編し、即戦力人材への能力

付加型研修である「能力強化研修」の設置を行った。さらに、インターン受入を始め、大学やＮ

ＧＯと連携した人材養成に取り組んだ。 
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１．国際協力人材センターによる専門家人材の公募、登録の推進 

（１）国際協力人材センターの情報提供、相談業務の実施状況 

 国際協力人材センターでは専用ホームページ「ＰＡＲＴＮＥＲ」を通じた情報提供進め、利用

者数も後述のとおり順調に推移している。 

また、ＪＩＣＡ事業を始めとする国際協力への参画を目指す人へのキャリアガイダンス機能の

強化に引き続き取り組んでおり、８月にはキャリア相談員による人材登録者向けの面談サービス

を開始した。こうした面談サービスでは、事業の現場で求められる資質や能力、そのために望ま

しい実務経験などについて、直接助言及び指導を行っている。従来のメールによる相談サービス

と併せ、平成１８年度の相談件数は２０８件に達し（１７年度１９５件）、利用者からは好評を得

ている。 

 加えて、企画調査員や業務調整員などを目指す人材向けに９月末より「ＰＡＲＴＮＥＲ」内に

「ＪＩＣＡ公募案件情報サイト」を開設し、ＪＩＣＡ事業で求められる能力、資質等の紹介や、

応募手続きの説明等様々な情報提供を行っている。 

さらに、ＪＩＣＡ事業への参画を志す人を対象に、「国際協力人材セミナー」を３カ所で開催し

（東京・神戸・北九州）、ＪＩＣＡ事業における民間人材の確保及び活用の現状を紹介したほか、

キャリア相談員及び機構職員による個別相談会を実施した。このうち神戸では、外務省国際機関

人事センターとの共催により、国連人口基金(ＵＮＦＰＡ)や国連地域開発センター(ＵＮＣＲＤ)

などの国際機関やＮＧＯの協力も得て、参加者のニーズに多角的に応えるプログラムを構成した。

各セミナーには、専門家やコンサルタントなど、プロフェッショナルとしてＪＩＣＡ事業への参

画を志す約６０名～１５０名の参加があり、このうち約３０名～１１０名に及ぶ参加者の個別相

談に対応した。アンケート結果によれば、各セミナーの参加者の８割以上から「大変有意義であ

った」または「有意義であった」との評価を得た。 

 

（２）情報提供件数、情報提供制度の利用者数 

「ＰＡＲＴＮＥＲ」における情報提供団体として国際協力関連機関・団体が登録した件数は１

８年度も順調に推移し、累計で２８８団体（１７年度比１４．３％増）に達した。その内訳は、

ＮＧＯ/ＮＰＯが全体の３５．８％、法人コンサルタント２２．９％、公益法人１８．８％、（本

邦に事務所をおく）国際機関５．９％、政府関係機関５．９％、学校法人３．８％、その他６．

６％となっており、主要な国際協力関連機関・団体はほぼ登録されている。これら登録機関・団

体による「ＰＡＲＴＮＥＲ」を通じた情報提供件数は、１８年度は２，５２１件となり、１７年

度比約１０％増となった。 

●登録機関・団体数           ３６団体 （累計２８８団体）             

 ●情報提供件数（求人情報、研修・セミナー情報等） 

                      ２，５２６件 （累計７，０５８件） 

 

一方、「ＰＡＲＴＮＥＲ」を通じた情報提供制度の利用者も順調に増加している。求人情報の利

用者数（アクセス数）は、月平均約３万件を超え、通年のアクセス件数は１７年度比約５５％増



117 

となった。 

加えて、前述のとおり、各種キャリアガイダンス機能の強化を通じた情報提供を積極的に行っ

た。 

 

【情報提供制度ごとの利用状況】 

・求人情報利用者数（アクセス件数）    ３７４，９０８件（累計 ７９４，８１０ 件） 

・研修・セミナー情報利用者数（アクセス件数）５１，３５７件（累計 １２１，７４４ 件） 

・メール配信サービス（登録者数）       ３，２５８件（累計  １８，６９０ 件） 

・キャリア相談サービス利用者数（相談件数）    ２０７件（累計       ５７２ 件） 

 

（情報提供制度） 14 年度 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 

提供件数 － 
358 件 

（716 件） 

1,883 件 

(163％増) 

2,291 件 

（220%増） 

2,526 件 

（253%増） 

利用者数 

（「PARTNER」トップページ 

のアクセス数） 

－ 
106,571 件 

(213,142 件) 

233,368 件 

(9.5％増） 

282,216 件 

(32.4%増) 

289,727 件 

(35.9％増) 

＊1.15 年度のカッコ内は、通年換算した件数を示す。                     

＊2.16 年度以降のカッコ内は 15 年度実績（通年換算）に対する増減率を示す。 

 

（３）専門家等登録件数 

「ＰＡＲＴＮＥＲ」を通じた国際協力人材の登録について、１７年度末の登録者数７，３１６

名に対し、１８年度末の登録者数は、１，１７６名増の８，４９２名となった。この背景として、

前述のとおり、「ＰＡＲＴＮＥＲ」やその他の広報活動での人材登録制度の紹介及び登録勧奨を推

進したことに加え、登録団体の増加と情報提供件数の増加により「ＰＡＲＴＮＥＲ」の有用性が

高まった点が考えられる。 

 

（専門家等登録件数） 14 年度 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 

登録件数 3,352 人 4,607 人 6,038 人 7,316 人 8,492 人 

 

 また、登録者のうち４１．２％にあたる３，５００人が、「ＰＡＲＴＮＥＲ」上で専門性や海外

活動歴などの自己プロフィールを公開している。これらの情報については、上記登録団体が随時

検索、閲覧できるため、国際協力における人材リクルートの機会を広げるものとして活用されて

いる。登録団体による検索、閲覧件数は月１００件を超え、登録団体からは「『ＰＡＲＴＮＥＲ』

を通じ、良い人材を確保できた」という報告があったほか、人材登録者からも「登録団体より仕

事のオファーがきた」「（自分の専門性を活かす）仕事に就くことができた」などの声が寄せられ

ている。 

 

２．専門家養成研修の見直しと充実 

専門家となる人材の養成について、従来の専門家養成研修を廃止し、即戦力人材に対する能力
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付加型研修として、受講対象者別に研修期間や経費負担を弾力的に設定する「能力強化研修」を

新たに設置した。旅費等の受講者負担を導入したにもかかわらず、研修期間の短いコースを中心

に従来より応募が増加し、６～７倍の競争率となるコースも出てきたのを始めとして、全コース

平均の応募倍率は約４倍となった（平成１７年度における専門家養成研修の応募倍率は約２倍）。

また研修員受入事業と連携して実施する研修を拡充するとともに、専門家派遣前研修との連携型

研修も試行実施した。１８年度の能力強化研修の実績は、１１コース、受講者数１０４名となっ

た（１７年度専門家養成研修実績は１１コース８４名）。 

また、開発途上国に派遣される専門家の派遣前研修については、１７年度に実施したアンケー

ト調査の結果も踏まえ、派遣タイプ（チーフアドバイザー型、業務調整型、技術移転型、政策助

言型、援助調整型、企画調査型）に応じたモジュール型の新カリキュラムを導入した。研修内容

は機構が実施してきた調査研究の成果を踏まえた講義（キャパシティ・ディベロップメント、国

を見る視点等）も組み込み、より実践的なものにしている。派遣のタイミングに合うように、従

来の年７回から毎月開催の、年１２回（共通及びタイプ別６回、共通のみ６回）の実施に変更し、

３３９名が受講した。専門家経験者を研修コーディネーターとして新規配置し、講義内容の調整、

受講アンケートや自己診断シート（１８年度新規導入）の分析、関係者へのフィードバック等に

より研修の質を確保する体制を整えた。自己診断シートの分析によれば、研修受講前後を比較し、

専門家に求められる能力の各項目が十分かつバランスよく伸びていることが確認された。 

さらに、１８年度下半期から聴講制度を導入し、省庁等の専門家候補者、ジュニア専門員、専

門家養成個人研修生等が、派遣前研修の講義を予め受講し、実際に派遣が決定する前でも能力強

化を図れるようにした。聴講者には聴講手帳を配布し、５年以内に受講した記録は「単位」とし

て承認し、専門家としての派遣が決定した場合には希望により専門家派遣前研修の講義を免除す

ることとした。聴講者の実績は延べ１，０１８名、聴講手帳の配布実績は５４名となった。 

また、語学研修の効率的実施のため、１８年度下半期より研修期間を３週間から１週間に短縮

し、個々人の状況に応じた効果的な学習法の習得に重点を置くとともに、赴任後の継続学習のた

めの e-Learning システムを導入した。 
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＜専門家関連研修の見直しの全体像＞ 

専門家派遣前研修 　　　専門家派遣前研修
一般研修：3週間
語学研修：3週間

　年間7回実施（各6週間）

専門家養成研修
（H16:15コース→H17:10コース）
●中長期人材の育成
●分野に関らず、共通の期間
　一般研修：1週間
　語学研修：3週間
　分野別研修：5週間
　（内約2週間が海外研修）

【共通研修】＜全員必須＞
●毎月開催（１週間）
●オリエンテーション＋必須情報
●自己診断テストの導入

【タイプ別研修】＜初赴任者対象＞
●６つの能力を役割に応じて強化
●在外知見のフィードバック
（専門家のタイプ：ﾁｰﾌｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ型、
調整員型、技術移転型、政策助言
型、援助調整型、企画調査型に応じ
た講義）

【語学研修】
●指名制度へ切り替え
●一週間+e-Learning

　　　　　能力強化研修
＜即戦力人材への能力付加型研修＞

●受講対象者別に研修期間を2日～5
週間と弾力的に設定。
●一般研修や語学研修は割愛し、専門
家派遣前研修の聴講制度を活用
●受講者の一部経費負担を導入

即戦力人材の養成を目指すもの（3
コース：海外研修有）

モジュール化

新規開講

短・中期的な人材の養成を目指す
もの（2コース）

研修員受入事業と連携して実施す
るもの（3コース）

コンサルタント等の実務者を主な対
象とするもの（3コース）

廃止

 

 

 

３．幅広い人材育成のための取組 

（１）インターンの受入 

大学院生を対象にした公募型インターンは１２６名が応募し、最終的に４９名を受け入れた。

（実習先は本部１０名、国内機関８名、在外事務所３１名。）また、国内機関等が所管地域の大学

を中心に学部生も対象として、インターンシップ受入に関する覚書を交わし、大学側のニーズに

応じて受入れたインターンは３２大学６９名であった。 
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（インターンの受入） 14 年度 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 

受入人数 89 人 110 人 

（24％増）

112 人 

（26％増）

133 人 

（49％増） 

118 人 

（33％増） 

＊カッコ内は 14 年度実績に対する増減率を示す。 

 

（２）ＮＧＯ人材育成研修等の実施 

１８年度で９回目を迎えるＮＧＯ－ＪＩＣＡ相互研修は、ガバナンスをテーマとした研修を東

京で開催（９月）した。さらに、従来からあった東京以外での開催の要望に対応すべく、大阪で

も開催（１１月）した。いずれも、ＮＧＯと機構双方の検討委員が協働して研修の企画立案に取

り組むプロセスも含め、よりよい連携のあり方を探ることを重視した。ＰＣＭ（プロジェクト・

サイクル・マネジメント：国際協力プロジェクトの計画立案・実施・評価の手法）研修は、１８

年度は、東京に加え、兵庫、九州、沖縄で開催した。ＮＧＯが企画立案に参画したほか、草の根

協力支援型事業に応募する上でのヒントとなるような工夫を盛り込むなど、受講者側のニーズに

応える研修を実施した。また、参加促進の観点から研修期間が１日と２日間の２パターンで開催

した。これらのＮＧＯ人材育成研修等の１８年度の参加実績は１３４人となった。なお、これら

以外にも、国内拠点を中心に市民参加協力事業の一環として地域のＮＧＯ等に対して連携事業に

関する研修や勉強会を実施している。 

 

（NGO 人材育成研修等） 14 年度 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 

参加人数 51 人 59 人 

（16％増）

99 人 

（94％増）

132 人 

（158%増） 

134 人 

（163%増）

＊カッコ内は 14 年度実績に対する増減率を示す。 

 

【ＪＩＣＡ沖縄におけるＰＣＭ研修】 

ＪＩＣＡ沖縄では１９年１月２７日、２８日の２日間、市民参加協力事業の

一環としてＰＣＭ研修を実施し、県内のＮＧＯや大学など６団体２１名が参加

した。 

研修は３グループに分けて行われ、グループ毎に、設定された事例から対象

地域の関係者は誰か、地域の問題点は何かといった点を分析し、その分析結果

に基づいて対象地域の問題を解決するためのプロジェクトを立案・計画した。 

・仕事を増やそうプロジェクト（グループＡ）  

・農業収入向上プロジェクト（グループＢ）  

・牛豚鶏プロジェクト（グループＣ）  

参加者からは、「自分達のプロジェクトに活かしたい。今後の活動に役立て

たい。」、「実際に海外でのプロジェクトを担当しているが、今回の研修で勉強

したことが実はとても重要であり、現場で活動している際の考えが甘かった点

や抜けている点などを実感した。」などのコメントが寄せられた。沖縄県から

はこれまでに採択されている草の根パートナー型「ブラジル国北部沿岸の荒廃

マングローブ生態系復元事業」、地域提案型「緩速ろ過を使用した上水道の管
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理技術研修」等が提案、実施されており、今後もそのような地域特性を活かし

た草の根技術協力事業やＮＧＯとの連携事業、ＮＧＯ自身の活動に、ＰＣＭ研

修の成果が活用されることが期待される。 

 

さらに、ＮＧＯ向け研修の改善のための調査を実施し、１９年度以降の研修の方向性として、

①地方での展開、②ＮＧＯが企画段階から参加する研修、の二点を基本とする案を取りまとめ、

新規研修の企画案を作成した。 

 

（３）大学との連携講座の実施 

大学との連携講座は、１８年度に９９大学で１５５件実施した。このうち単位認定がなされる

大学は６０大学になり、１７年度の３１大学から大幅に増えており、単に国際協力について触れ

るというだけでなく、大学との連携が着実に進んでいる。 

さらに、研修員受入、専門家派遣、技術協力プロジェクトの実施、連携講座の実施等、機構と

の協力実績を有する大学について、包括的な枠組を設けて関係を強化する連携包括協定を１６年

度に導入した。１８年度は、１２月に筑波大学と、１９年２月に大阪大学との間で締結し、協定

を締結している大学は累計で５大学となった。連携協定第一号（１６年度締結）である帯広畜産

大学では、国際協力ユニットが設置され、①学生の青年海外協力隊短期派遣としての参加、②卒

業生の協力隊への参加、③協力隊から帰国後の大学院進学者への奨学金特別枠の設定等を有機的

に組み合わせて、将来、国際協力の専門家、研究者、教育者等として活躍できる国際協力人材の

育成が図られている。 

また、１７年度に引き続き、これまで機構との協力実績が豊富でない場合でも、今後の国際協

力事業への熱意、発展性が見込まれる大学について、近隣の国内機関との間で協力枠組を強化す

ることを目的とした覚書を締結することとし、１１月に九州大学と締結し、連携講座を実施した。 

さらに、１８年度は、これまでの大学との連携実績の取りまとめと分析を行った。その結果を

踏まえ今後の連携方針を策定し、①知的発信、②事業実施、③援助人材育成、④開発教育の面で、

大学のリソースの活用及び連携によるメリットを双方が得られる関係に留意しつつ、複合的な連

携の枠組を強化することとした。
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(ト)附帯業務（法第１３条第１項第７号） 

小項目 No.25 附帯業務（案件形成支援、調査研究）の実施状況 

【中期計画】 

開発途上国による案件形成及び政府による案件選定に資するため、政府開発援助大綱、政府

開発援助に関する中期政策、国別援助計画等、政府の開発援助政策・指針に基づいて所要の調

査・研究に努める他、重要な援助課題についても調査・研究を行う。 

【年度計画】 

 開発途上国による案件形成及び政府による案件選定に資するため、政府開発援助大綱、政府

開発援助に関する中期政策、国別援助計画等、政府の開発援助政策・指針に基づいて所要の調

査・研究に努める他、重要な援助課題についても調査・研究を行う。 

【当年度における取り組み】 

開発途上国による案件形成及び政府による案件選定に資するため、政府の政策や方針に基づき、

優良案件や緊急性の高い案件の発掘・形成支援事業を適確に実施した。 

また、重要な開発課題に係る調査研究の実施により、新たな事業戦略課題の分析や事業経験の

体系化を行うとともに、その成果を積極的な発信し共有を図った。 

 

１．プロジェクト形成調査等の実施状況 

平成１７年度に引き続き開発途上国の重点開発課題について、現地ＯＤＡタスクフォースの枠

組を用いた在外主導により、課題を解決するための中長期のプログラムをデザインし、具体的な

技術協力プロジェクトや開発調査、専門家派遣など協力案件の形成支援を進めた。 

１８年度は、８８カ国で３２５のプログラムについて案件形成支援事業を実施した（東南アジ

ア５５プログラム、その他のアジア６３プログラム、大洋州１８プログラム、中南米６５プログ

ラム、アフリカ８５プログラム、中東３０プログラム、欧州９プログラム）。この結果、これまで

に６１８件の具体的な案件を形成し、２０年度の新規案件として検討される予定である。このう

ち、１７年度から継続検討し、１８年度に形成された案件、また１８年度新規に形成された緊急

性が高く熟度のある案件２６７件については、１８年度下半期もしくは１９年度の新規案件とし

て既に採択された。 

なお、１７年度に実施した案件形成支援事業（８８カ国３０７プログラム）においては、４９

８件の具体的な案件形成を行い、１８年度及び１９年度の新規案件検討にて、厳しい予算削減の

状況下２６７件が採択され、さらに４０件が予算等の状況により追加採択される候補案件として

挙げられている。 

 

【案件形成プログラムの実施事例】 

インドネシア「民間セクター開発プログラム」では、民間や大学などと連

携し、その知見を活用した案件形成を行った。 

ア．民間との協力及び知見の活用 

「日イ官民合同投資フォーラム」の支援に際し、基礎資料の作成や議論の
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過程での課題抽出、分析等について現地の民間シンクタンクに委託を行っ

た。また、同議論のプロセスにジャカルタ日本人商工会議所の協力を得て、

投資促進に向けた提言を多く盛り込んだ。これらの提言は日イ間経済連携

協定（ＥＰＡ）交渉に反映され、ＥＰＡの枠組形成の促進を支援する技術

協力個別案件「工業開発アドバイザー」の要請に結びつき、１９年度案件

として採択された。 

イ．大学との協力及び知見活用 

企画調査員、インドネシア政府（国民教育省）、同国内の関係国立大学等

によるタスクを設置し連携してインドネシアの高等教育に係る課題を抽

出した。その結果が活用され、技術協力広域案件「アセアン工学系高等教

育ネットワーク（フェーズ２）」に係る要請がなされ、１９年度案件とし

て採択された。 

 

２．調査研究等の実施状況 

（１）事業実施に効果的な調査研究の拡充・強化 

機構は、案件形成支援及び事業の質の向上に貢献するため、援助課題や事業戦略の分析・検討、

事業経験のレビューと援助手法の改善を目的とした調査研究を行っている。１８年度は、新たな

事業戦略課題の分析、提言と、現場の実践事例の分析から知見を集約する事業経験の体系化を念

頭にテーマを選定し、合計２８件を実施した。 

新たな事業戦略課題の分析については、ＯＤＡ政策・指針に資するものとして「クリーン開発

メカニズム（ＣＤＭ）」、「途上国の人口高齢化」、「東南アジア地域援助研究」等を完成させ、１７

年度からの継続案件として「国のリスク対応能力を踏まえた中長期的な支援」「アフリカ地方分権

化」等を実施した。また、新ＪＩＣＡ発足に向けた準備、昨今の気候変動への国際世論の高まり

を踏まえ、新規案件として「資金協力と技術協力の一体的実施」、「気候変動に対する適応策」等

に着手した。 

事業経験の体系化については、キャパシティ・ディベロップメント（ＣＤ）事例研究で、１７

年度末からの継続案件３件（「省エネルギー分野」、「ケニア中等理数科教育」、「ネパール森林保全

協力」）を完成させた。また、新たにＣＤ事例研究として「タイ地方行政」、「コミュニティ防災」、

「タンザニア・モロゴロ州保健行政強化」等を実施し、２０年にＯＥＣＤ／ＤＡＣ（経済協力開

発機構（ＯＥＣＤ）下の開発援助委員会）がガーナにおいて開催予定の援助効果向上ハイレベル

フォーラムでの発信を念頭に置いた事例の蓄積を進めた。 

 

（２）調査研究の効果的発信の促進 

調査研究の効果的共有を念頭に、機構内の調査研究調整委員会、質の向上検討会及び理事会に

よる新規実施案件の承認という一連の案件決定プロセスに加え、より影響力のあるテーマを選定

すべく、調査研究調整委員会に諮る前に外部有識者６名からなる調査研究懇談会や各部長からの

意見聴取を行うこととした。また、研究会の公開や、外部講師を迎えての連続セミナーの開催な
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ど、調査研究の実施過程でも幅広く情報の発信、共有を図り論点整理や分析を行う取組も強化し

た。 

また、引き続きホームページ等を通じて調査研究結果を発信するとともに、国際場裡での研究

成果の発信も各種実施した。「途上国の人口高齢化」については、国内で公開セミナーを開催した

ほか、９月の世銀ＩＭＦ年次総会では分科会をＩＭＦと共催し、１月のグローバル・ディベロッ

プメント・ネットワーク（ＧＤＮ：開発に関する世界各国の政策・研究機関からなるネットワー

ク）北京年次会合では調査概要報告をベースにした分科会を主催した。さらに、他機関の主催す

る国際シンポジウム（２月九州大学による日中韓シンポジウム、１９年５月アジア開発銀行（Ａ

ＤＢ）京都年次総会）で発表を依頼されるなど、その取組は国内外で高く評価された。ＣＤ事例

研究「省エネルギー分野」、「ケニア中等理数科教育」及び「ネパール森林保全協力」については、

１０月の LenCD（Learning Network for Capacity Development：ＣＤ支援や援助機関内のＣＤ

主流化の教訓を共有し学び合うことなどを目的とする援助機関間のネットワーク）ナイロビ会合

での発表に使用し、機構が現場レベルで行っているＣＤの実践に対する他ドナー、国際機関の理

解や評価に繋がった。 

さらに、専門家派遣前研修、能力強化研修、研修員受入事業（本邦研修）でＣＤ調査研究成果

の実践事例を用いた講義を行うとともに、援助計画立案のための国・地域を把握する手法に関す

る調査研究「国を見る能力」の成果を活用して、在外赴任者研修、専門家派遣前研修、新入職員

海外ＯＪＴ派遣前オリエンテーションで講義を行った。課題別研修「官民パートナーシップ（Ｐ

ＰＰ）」のケーススタディでは、「官民パートナーシップ（ＰＰＰ）を導入したＯＤＡ事業のあり

方」の成果が活用された。いずれの講義についても、受講者からは高い評価を得ている。 
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３．予算（人件費の見積を含む。）、収支計画及び資金計画 

小項目 No.26（予算、収支計画、資金計画） 
【中期計画】 

（１）予算（人件費の見積を含む。） 別表１ 

 運営費交付金を充当して行う業務については、「２．業務運営の効率化に関する事項」で定

めた事項について配慮した中期計画の予算を作成し、当該予算による運営を行う。 

 

［人件費の見積り］ 

 期間中 49,000 百万円を支出する。 

但し、上記の額は役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、休職者給与及

び技術協力派遣職員給与に相当する範囲の費用である。 

［運営費交付金の算定方法］ 

  ルール方式を採用 

［運営費交付金の算定ルール］ 

①平成 15年 10 月 1日から平成 16年 3月 31 日までは積み上げ方式とする。 

②平成 16年度以降 

    次の算定式による 

   運営費交付金額＝[人件費＋｛業務経費（A）＋一般管理費（B）｝×α]×β 

                    ＋γ－自己収入（C） 

   α：消費者物価指数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的

な係数値を決定。 

   β：効率化係数。業務の効率化等を勘案して、各事業年度の予算編成過程において、当該

事業年度における具体的な係数値を決定。 

   γ：特殊要因。政府主導による重点施策の実施等の事由により時限的に発生する経費であ

って、業務の運営に影響を与えうる規模の経費であり、各事業年度の予算編成過程に

おいて、当該経費を具体的に決定。 

  （i）人件費  

    毎事業年度の人件費については、以下の数式により決定する。 

    人件費＝基本給等＋退職手当 

      基本給等：役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当及び超過勤務手当等の人件費（退

職手当を除く）をいい、次式により算定する。 

       基本給等＝直前の事業年度の基本給等×σ 

          σ：人件費調整係数。各事業年度の予算編成過程において、昇給原資、給

与改定及び外国為替変動等を勘案して、当該事業年度における具体的

な係数値を決定。 
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      退職手当：当年度退職予定者及び前年度以前の予定外退職者により想定される、毎

事業年度の退職手当額。 

 （ii）業務経費（人件費を除く） 

    毎事業年度の業務経費（A）については、以下の数式により決定する。 

    業務経費（A）＝｛A（ｙ－１）―γ（ｙ－1）｝×ε1 

           A（ｙ－1）：直前の事業年度における業務経費（A）。 

         γ（ｙ－1）：直前の事業年度における特殊要因。 

              ε1：政策係数。法人の業務の進捗状況や新たな政策ニーズ等への対応の

必要性、独立行政法人評価委員会による評価等を勘案した係数とし

て、各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体

的な計数値を決定。 

 （iii）一般管理費（人件費を除く） 

      毎事業年度の一般管理費（B）については、直前の事業年度における一般管理費（B）

と同額とする。 

 （iv）自己収入 

      毎事業年度の自己収入（C）については、以下の数式により決定する。 

     自己収入（C）＝C（ｙ－1）×ε2 

                 ε2：政策係数。自己収入の増加策等を勘案した係数として、各事業年度の

予算編成過程において、当該事業年度における具体的な計数値を決

定。 

 

（２）収支計画 別表２ 

寄附金収入、施設利用料等の自己収入の確保、固定経費の節減、予算の効率的執行により適

切な財務内容の実現を図る。 

●固定経費節減のため、国内外の施設・事務所のあり方について見直しを行う。 

 

（３）資金計画 別表３ 

融資事業における債権の回収を適切に行うよう努める。 

 

【年度計画】 

１．予算（人件費の見積を含む。）別表１(略) 

２．収支計画 別表２(略) 

寄附金収入、施設利用料等の自己収入の確保、固定経費の節減、予算の効率的執行により適

切な財務内容の実現を図る。 
国内機関再編の方針に基づき、対象となる機関の機能の再編を実施する。 

３．資金計画 別表３(略) 

融資事業における債権の回収を適切に行うよう努める。 
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【当年度における取り組み】 

１．予算、収支計画、資金計画に関する実績 

 決算報告書：別表１ 

 損益計算書：別表２ 

 キャッシュフロー計算書：別表３ 

 

２．自己収入の確保、固定経費の節減、予算の効率的執行の実績 

自己収入のうち、寄附金については、平成１８年度においては全６件（７２万円）の受入実績

があった。なお、１９年度からは、国際協力に対する国民の参画機会を広げるなどの観点から、

寄附金を受け入れる活動を積極的に行うこととしている。 

 雑収入については、別表１（決算報告書）のとおり８７８百万円の収入があったが、そのうち

予算編成時には見積もることのできない過年度経費の戻し入れ等を除くと収入は５９６百万円で

あり、２６５百万円の増収となった。この主な要因は、利息収入増加、在外事務所における借上

住宅使用料収入増加等によるものである。 

固定経費は、事務所賃借料、公用車経費、パソコン借料、通信運搬費及び光熱水料を対象とし、

その節減を図っている。１８年度は、１７年度に実施した通話料金サービス契約の見直しによる

節減効果の平年度化等もあり、１７年度実績に比べて約３３百万円の通信運搬費の節減を図った

ほか、光熱水料についても約３１百万円削減した。固定経費の主なものの経費実績は、財務諸表

附属明細書の費用明細内訳に記載している。 

予算の効率的執行については、引き続き、長期派遣専門家の新規派遣人数の削減、専門家手当

の合理化、研修員滞在経費の削減等に取り組んだ。運営費交付金債務の残高は、５，１２０百万

円となっており、その内訳は以下のとおりである。 

 

契約済で支払が翌年度になるもの      ３，１７６百万円 

前渡金                  １，２６８百万円 

人件費不使用額                ４３２百万円 

（うち退職手当                ３６５百万円） 

たな卸し資産、前払い費用、仮払金       １８５百万円 

その他不用額                  ５９百万円 

  ※端数処理の関係で合計と一致しない。 

 

このうち、繰越し（３，１７６百万円）は、ミンダナオ、パレスチナ等紛争地域への緊急支援、

新ＪＩＣＡ発足に係る組織統合に向けたシステム改修等を行う必要があったものの、計画的な事

業の実施等により、１７年度実績（３，１８６百万円）と同程度の金額に抑制した。 
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３．国内外の施設・事務所のあり方にかかる見直し実績 

（１）国内機関 

１８年度は、１６年度に実施した「国内機関の総合的あり方調査」の結果に基づき、首都圏の

３国内機関（ＪＩＣＡ東京、ＪＩＣＡ八王子、ＪＩＣＡ広尾（改編前））の再編を実施した。ＪＩ

ＣＡ八王子の施設については、１８年度中はＪＩＣＡ東京別館として宿泊業務に限定して使用し

ていたが、１９年３月をもって業務を終了した。また、ＪＩＣＡ中部の建替計画については、合

理的、経済的になるよう計画を見直し、基本設計、実施設計を行った。 

また、首都圏及び中部を除く各地域の国内機関については、国内機関再編検討委員会において

そのあり方について検討を進めてきたが、各機関とも、研修員受入における経済性の観点からも

一般ホテルに宿泊するよりも合理的であると判断されることに加え、地域に開かれた拠点として

も活用されており、現状において廃止すべき機関はないとの結論に至った。この見直し結果につ

いては、１８年度の各国内機関の利用状況、事業実施実績等においても妥当であることを確認し

た。 

 

（２）在外機関 

 「現場強化を促進するための在外体制の強化」、「事業の選択と集中に沿った在外拠点の再編」

及び「限られた人材リソースの効果的な再配分」の３つの目的による在外体制の整理に係る方針

に基づき、在外拠点及び兼轄体制の改編を実施した。従来の駐在員とボランティア調整員は、「駐

在員」制度として一本化するとともに、事務所と駐在員の基準に係る考え方を整理し、１９年度

中に「駐在員」への移行を完了する予定。 

 

４．融資事業における債権回収の実績 

特殊法人等整理合理化計画（１３年２月）に基づき、開発投融資事業は１４年度をもって廃止

となり、１４年度以降新規の融資承諾はない（債権の返済期限（最終）は４３年度）。また、移住

融資事業についても、１７年度末をもって廃止となり、１８年度以降の新規融資はない。また、

政府方針に基づき、１８年度にドミニカ共和国分の融資債権の債務緩和措置（ドル建てからペソ

建てへの変更等）を実施し、回収促進を図っている（返済期限（最終）は３４年度）。 

 

（１）開発投融資 

貸付金元金及び利息の回収を実施した。一部繰上げ償還があったため、回収額は年度当初の計

画額と比較し５００百万円の増となった。（下表のとおり） 

 

              （単位：百万円） 

 計画額 実績額 差額 

元金 1,481 1,981 500

利息 175 175 0

合計 1,655 2,156 500

           （注）端数処理の関係で合計と一致しない場合がある。 
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（２）移住関係 

 移住融資債権及び入植地割賦債権の元金及び利息等の回収を実施した。 

 １８年度は、農作物市況の低迷、自然災害（集中豪雨による水害）等もあり、返済が延滞して

いる債務者が多く、計画額４３７百万円に比して５１百万円減の３８６百万円を回収した。 

 

                            

 

 

 

 

 

 

 

 計画額 実績額 差額 

356 306 △50 

うち融資 345 298 △47 

元金 

入植地 11 8 △3 

81 80 △1 

うち融資 77 75 △2 

利息 

入植地 4 5 1 

合計 437 386 △51 

（単位：百万円） 
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別表１ 

（単位：百万円、単位未満四捨五入）

年度計画 決算額 差額 備考

収入

運営費交付金収入 157,516 157,516 0 

受託収入 3,108 2,753 △355 注１

開発投融資貸付利息収入 175 175 0 

入植地割賦利息収入 4 5 1 

移住投融資貸付金利息収入 77 75 △2 

その他収入 2,803 3,353 550 

うち施設利用収入 2,493 2,475 △18 

　　寄附金収入 1 1 0 

　　雑収入 309 878 569 注２

施設整備資金より受入 624 461 △164 

164,307 164,338 31 

支出

一般管理費 10,249 9,956 293 

うち人件費 7,285 7,111 174 注３

　　物件費 2,964 2,845 119 注４

業務経費 147,669 148,649 △979 注５

うち国・課題別事業計画関係費     4,615 4,874 △260 

　　技術協力プロジェクト関係費 84,749 85,835 △1,086 

　　無償資金協力関係費 4,487 4,400 86 

　　国民参加型協力関係費 24,869 25,687 △818 

　　海外移住関係費 502 532 △29 

　　災害援助等協力関係費 852 585 267 

　　人材養成確保関係費 3,270 3,108 163 

　　事業評価関係費 910 714 197 

　　事業附帯関係費 8,168 8,932 △764 

　　国内機関関係費 3,789 4,161 △371 

　　在外事務所関係費 11,458 9,821 1,637 注６

施設整備費 624 461 164 注７

受託経費 3,108 2,591 517 注８

業務支援経費 2,750 2,527 223 

うち施設運営費 2,493 2,451 42 

　　民間協力特別支援費 257 76 181 注９

　計 164,400 164,183 217 

予算額と決算額の差異説明

注１ 相手国等の事情により計画に変更が生じたため。
注２ 予算段階では見積もることのできない過年度経費の戻し入れ等があったため。
注３ 退職者が少なかったため。
注４ 固定経費の見直し等による経費節減を行なったため。
注５ 前年度までの運営費交付金債務の執行等による差額。

なお、内訳の差額については、当初予定していた執行配分の見直しを行ったため。
注６ 在外事務所機能の見直し等による経費節減を行ったため。
注７ 想定以上の入札残が発生したため。
注８ 相手国等の事情により計画に変更が生じたため。
注９ 事業未実施分があるため。

平成１８年度　決算報告書
（平成18年4月1日～平成19年3月31日）

区分

　計
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別表２ 

(単位：百万円、単位未満四捨五入）

経常費用  
業務費  

国・課題別事業計画関係費 4,868  
技術協力プロジェクト関係費 84,298  
無償資金協力関係費 4,400  
国民参加型協力関係費 25,594  
海外移住関係費 527  
災害援助等協力関係費 557  
人材養成確保関係費 3,108  
事業評価関係費 714  
事業附帯関係費 8,671  
国内機関関係費 4,081  
在外事務所関係費 9,717  
業務支援経費 2,527  
受託経費 2,591  
減価償却費 459  152,110

一般管理費  9,943
財務費用  

支払利息 16  
外国為替差損 23 38

雑損  120
経常費用合計  162,212

 
経常収益  

運営費交付金収益  161,854
受託収入  2,591
開発投融資収入  173
入植地事業収入  5
移住投融資収入  80
施設利用収入  1,988
寄附金収益 2
貸倒引当金戻入  202
資産見返運営費交付金戻入 357
資産見返補助金等戻入 23
財務収益  

受取利息 110  110
雑益  719

経常収益合計  168,103
　　経常利益 5,891

 
臨時損失  

固定資産除却損  88
固定資産売却損  11 99

 
臨時利益  

固定資産売却益  1 1
 
 

当期純利益  5,793
当期総利益  5,793

損　　益　　計　　算　　書
(平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）
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別表３ 

(単位：百万円、単位未満四捨五入)

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

事業支出 △ 140,639

業務支援費支出 △ 2,004

受託経費支出 △ 2,953

人件費支出 △ 16,032

その他の業務支出 △ 170

運営費交付金収入 157,516

受託収入 2,897

貸付金利息収入 250

入植地事業収入 14

　利息収入 5

　割賦元金 9

施設利用収入 2,471

寄附金収入 1

その他の収入 741

小　計 2,092

利息の受取額 80

利息の支払額 △ 16

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,156

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 1,205

固定資産の売却による収入 25

貸付けによる支出 0

貸付金の回収による収入 1,942

定期預金の預入による支出 △ 2,800

譲渡性預金の預入による支出 △ 1,500

関係会社の清算に伴う残余財産
の分配による中間収入

35

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,503

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 252

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 252

Ⅳ　資金に係る換算差額 △ 70

Ⅴ　資金減少額 △ 1,669

Ⅵ　資金期首残高 6,862

Ⅶ　資金期末残高 5,192

キャッシュ・フロー計算書

（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

 



133 

４．短期借入金の限度額 

小項目 No.27 短期借入金の限度額 

【中期計画】 

   ４１０億円 

   理由：国からの運営費交付金の受け入れ等が 3ヶ月程度遅延した場合における職員への人件

費の遅配及び事業費の支払い遅延を回避するため。 

【年度計画】 

４１０億円 
理由：国からの運営費交付金の受け入れ等が 3 ヶ月程度遅延した場合における職員への人件

費の遅配及び事業費の支払い遅延を回避するため。 

【当年度における取り組み】 

実績なし 
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５．重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

小項目 No.28 重要な財産の譲渡等の計画 

 【中期計画】 

ドミニカ共和国サント・ドミンゴ学生寮土地・建物（在外移住事業関係資産）及びアルゼン

チン国園芸総合試験場建物・施設の処分を計画 

【年度計画】 

ドミニカ共和国サント・ドミンゴ学生寮土地・建物（在外移住事業関係資産）の財産の譲渡

の手続きを完了する。 

【当年度における取り組み】 

ドミニカ共和国サント・ドミンゴ学生寮は、ドミニカ共和国の地方在住の農業移住者等の生活

状況が不安定な中、子弟を首都圏の大学、高等教育機関等へ就学させたいとの強い要望等がある

ことを踏まえ、１９８１年に建設されたものである。 

機構は、その管理運営をドミニカ日系人協会に委託しており、これまで適切に運営・維持管理

が行われてきた。その中で地方在住の移住者には子弟を首都圏の大学等へ就学させたいとの要望

が以前にも増して強くあり、今後とも同協会の管理の下で適切に運営されることが求められてい

る。また、同協会は、学生寮を日系社会全体の共有施設や高齢化が進む日系社会の福祉支援活動

の拠点として、多目的に活用する計画を策定している。このような状況を踏まえ、譲渡により学

生寮が有効活用されるとともに、日系社会の融和、安定定着が期待されることから、平成１９年

１月１１日にサント・ドミンゴ学生寮土地・建物をドミニカ日系人協会に無償譲渡した。 

なお、土地・建物の残存価額は、約１，１００万円であるが、同協会の運営は会費収入のみで

あり、会員の不安定な経済状況により会費収入が大きく左右されるなど、財政的に厳しい状況に

あることに加え、譲渡後も施設の老朽化による修繕費や光熱水料等の維持管理に係る経費負担が

見込まれることなどを総合的に勘案し、無償譲渡することとしたものである。 

（アルゼンチン国園芸総合試験場建物・施設は、１６年度に処分済。） 
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６．剰余金の使途 

小項目 No.29 剰余金の使途 

【中期計画】 

剰余金が発生した際の使途は、中期計画の達成状況を見つつ、事業の改善・質の向上に資す

る業務及び施設・設備の整備に充てることとする。 

【年度計画】 

剰余金が発生した際の使途は、中期計画の達成状況を見つつ、事業の改善・質の向上に資す

る業務及び施設・設備の整備に充てることとする。 

【当年度における取り組み】 

 実績なし 
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７．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

（１）施設・設備に関する計画 

小項目 No.30 施設･設備に関する計画 

【中期計画】 

  業務実施上の必要性及び既存の施設の老朽化等に対応するため施設・設備の整備改修等を計

画的に行う。さらに、業務の適切な実施のため及び運営・利用の効率化のために、全国内機関

を対象とした総合的あり方調査（１年以内に実施）を実施する。 

 

平成１５年度から平成１８年度の施設・設備の整備に関する計画（単位：百万円） 

        施設・設備の内容       財源           予定額 

       中部国際センター建替え   施設整備資金        2,118 

       身障者対応施設整備     施設整備資金         200  

       既存施設改修        施設整備資金        3,214 

       計             施設整備資金        5,532 

 

【年度計画】 

施設・設備改修計画に基づいた設計・工事を実施する。 
国内機関の再編の方針に基づき、対象となる機関の機能の再編を実施する。 

 
 

平成１８年度の施設・設備の整備に関する計画（単位：百万円） 
施設・設備の内容         財源     予定額 

中部国際センター建設      施設整備資金    ９０ 
既存施設改修          施設整備資金    ５３５ 
計               施設整備資金   ６２５ 

【当年度における取り組み】 

 施設・設備改修計画に基づいた設計・工事を実施するとともに、国内機関について、「国内機関

の総合的あり方調査」に基づき、ＪＩＣＡ八王子の閉鎖を含む首都圏の国内機関の再編（平成１

８年４月）を実施した。 

 

１．１８年度の施設・設備の整備に関する実績 

国内機関等の既存施設整備については、１８年度の施設・設備改修計画に基づき、設計・施工

監理、工事を行った。また、中部国際センター建替えについては、１８年度は調査（測量、地質

調査等）、基本設計及び実施設計（積算等を除く）を行った。一般競争入札、プロポーザル方式に

よる業者選定等の結果、残額が生じた。 
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（単位：百万円） 

施設・設備の内容 予定額 執行額 

中部国際センター建設 90 69

既存施設改修等 535 392

計 625 461

 

２．国内機関の再編の実績 

１８年度は、１６年度に実施した「国内機関の総合的あり方調査」の結果に基づき、首都圏の

３国内機関（ＪＩＣＡ東京、ＪＩＣＡ八王子、ＪＩＣＡ広尾（改編前））の再編を実施した。ＪＩ

ＣＡ八王子の施設については、１８年度中はＪＩＣＡ東京別館として宿泊業務に限定して使用し

ていたが、１９年３月をもって業務を終了した。また、ＪＩＣＡ中部の建替計画については、合

理的、経済的になるよう計画を見直し、基本設計、実施設計を行った。 

また、首都圏及び中部を除く各地域の国内機関については、国内機関再編検討委員会において

そのあり方について検討を進めてきたが、各機関とも、研修員受入における経済性の観点からも

一般ホテルに宿泊するよりも合理的であると判断されることに加え、地域に開かれた拠点として

も活用されており、現状において廃止すべき機関はないとの結論に至った。この見直し結果につ

いては、１８年度の各国内機関の利用状況、事業実施実績等においても妥当であることを確認し

た。 

さらに、１８年度においては、開発途上国のニーズにより的確に対応した研修事業の展開を図

るべく各国内機関の機能（分野特性）の明確化、機関間のネットワークの強化等の検討を進めた。 

 

（具体的な取組） 

（ア） 研修事業 

各国際センターが比較優位を有する分野・課題について幹事国内機関とな

り、研修の内容面で国内機関を横断的に調整する体制を整備することとした。

その一例として、兵庫センターは兵庫県と連携し、防災分野における研修コー

ス編成計画の策定、研修コース内容の改善、研修教材の開発、帰国研修員のフ

ォローアップ、日本のコミュニティ防災の知見の整理・分析等を実施した。 

（イ） 市民参加協力事業 

地域に開かれた拠点としての機能を強化すべく、国内機関毎に所掌する地域

の状況、ニーズを把握し、都道府県毎の効果的、効率的な連携戦略を策定した。 

また、市民参加の拠点である地球ひろばを中心とするネットワーク化を促進

し、ＪＩＣＡ中部建替計画においては、地球ひろばのコンセプトを取り入れた

設計を行った。 
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（２）人事に関する計画 

小項目 No.31 人員の勤務評価、適正配置、能力開発の計画 

【中期計画】 

（イ）方針 

効果的かつ効率的な業務運営のため、人員の適性配置により業務運営の効率化を図る。また、

業務内容の高度化及び専門化に対応するため、職員への研修、資格取得等の促進を通じた職員

の資質向上を図る。具体的には、 

●的確な勤務成績の評価を行い、仕事の難易度と役割の重要性を反映した処遇を実現するこ

とで、職員の意欲を更に引き出すとともに、業務内容の質的向上と効率化を図りうる適材

適所の人事配置を行う。 

●業務内容の高度化及び専門化に対応するため、国際機関への出向、専門家としての活用も

含め、プロジェクトマネジメント能力の強化及び開発課題に関する知見の深化、並びに語

学も含めたコミュニケーション能力涵養を目的とした研修又は機会を提供し、国際協力の

プロフェッショナルとしての能力開発に努める。 

【年度計画】 

ア．新人事制度を的確に運用するとともに、職員の意識調査の結果も参考にしつつ定着に努め

る。 
イ．人事評価者研修の継続、改善等に努め、的確な人事評価の実施体制を強化する。 
ウ．組織改革及び現場（在外）強化の方向性を踏まえた人事ローテーションに基づき、適材適

所の人事配置を行う。 
エ．再任用制度を本格導入する。 
オ．新人材育成計画、職員研修体系及び研修プログラムの充実を図る。また、職員の能力開発

については、実務を通じた研修機会の提供に加え、在外における援助の現場の知見や援助の

各課題についての調査研究の成果等を活かしながら、各種の研修を実施する。 

【当年度における取り組み】 

平成１８年度は、新人事制度の的確な運用のための研修を実施し、人事評価制度の定着を図る

とともに、全職員を対象に評価結果を給与及び賞与に反映させた。在外強化の方向性を踏まえた

在外事務所への人員シフトについては、当初の計画を達成した。職員研修については、中堅チー

ム長研修の新設や在外赴任前研修のカリキュラムの全面改訂など、研修の拡充及び内容の充実に

取り組んだ。 

 

１．勤務成績の評価の実績並びに適材適所の人事配置の実績 

（１）勤務成績の評価の実績 

１６年度に導入した新人事制度に基づき、全職員を対象に１７年度の評価結果を賞与（１８年

６月、１２月）及び昇給（１８年７月）に反映した。また、新人事制度の定着や的確な運用のた

めの研修等を以下のとおり行った。 
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・１８年度新卒採用職員に対し、評価・処遇制度を始めとした人事制度の理解のための研修を

実施（新卒採用職員第１次導入研修）。 

・ 評価制度の的確な運用の観点から、管理職に登用された直後の主査、新任のチーム長に加え、

グループ長への登用を控えた中堅のチーム長を重点対象層として、人事制度を深く理解する

ための講義及びグループディスカッションを実施（主査研修、新任チーム長研修及び中堅チ

ーム長研修）。 

・評価制度を含む人事制度全般の定着を目的として１７年度下半期から毎月２２日を「人事の

日」と定めており、１８年度も継続して昼休みに職員からの質問や疑問に答える場を設けた。 

・１８年度の経験者採用職員に対する導入研修において、人事制度全体の説明の中で、評価制

度の理解促進のための講義を行った。 

・ 新人事制度の定着状況については、毎年職員へのヒアリング調査等を通じて確認しているが、

これらの研修等の効果もあり、評価制度や資格制度についての職員の理解が進んできている。

特に評価制度については、制度導入当初は評価面接の内容や、評価手順・方法（評価のしや

すさ）等について不満を感じる職員が多かったが、制度の目的・内容の周知等の取組を重ね

ることにより、肯定的に捉える職員の割合が着実に増加している。 

 

（２）適材適所の人事配置の実績 

１８年度が最終年度となる在外体制強化のための在外事務所への人員シフトについては、当初

の計画を達成した。また、在外強化の方向性も踏まえた若手職員を対象とするキャリアパスモデ

ルに基づき、適材適所の配置に努めた。 

１８年４月から導入した再任用制度について、再任用職員の募集と選考を行った。（採用した職

員は、１９年４月から業務を開始。） 

 なお、子育てしやすい職場環境づくりを目指し、１７年度に「ＪＩＣＡ行動計画（仕事と家庭

（子育て）の両立に向けて）」（１７年度からの３ヵ年）を策定するとともに、同計画の推進委員

会を設置して進捗状況をモニタリングし、計画が着実に実施されるよう取り組んだ。 

 これまで、「母親と父親が交代で育児休業ができる制度」等制度面の整備や育児相談員（職員）

の配置、管理職向けの制度説明会の開催等により職場環境の整備を図ってきている。行動計画を

策定後の１７、１８年度は、３２名（うち男性４名）が育児休業を取得した。（計画策定前の２年

間（１５、１６年度）の育児休業者数は２７名（うち男性１名）） 

 

２．職員の能力開発 

 １８年度は、新人事制度に基づく職員研修を拡充するとともに内容の充実を図った。 

階層別研修については、中堅チーム長研修（今後数年のうちにグループ長に登用される可能性

のある中堅のチーム長を対象とし、上級管理職となるための心構えや具体的なスキル習得のため

の研修）を新設し、７月と１１月に実施した（受講者５０名）。 

専門研修については、一部を除き専門家等の研修を担当する国際協力総合研修所が主管する体

制に移行し、在外赴任前研修のカリキュラムを全面的に改訂して、内容の充実及び専門家の派遣
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前研修との連携を行った。また、新ＪＩＣＡにおける資金協力と技術協力の一体的実施に向け、

円借款業務の理解促進のための研修、在外事務所員の専門能力強化のための研修等を新たに実施

した。さらに、職員のコアスキル強化のための研修（法務・経理・調達分野、国を見る能力（初

級、中級））を拡充すべく検討会を立ち上げ、研修のあり方についての検討を進めた。１９年度以

降、この検討結果に基づき、順次研修を実施していく。 

職員の自己研鑽に対する支援については、その拡充に向けて職員を対象としたヒアリングを実

施した。その結果を踏まえ、学位（修士号、博士号）取得支援の強化や語学補助の対象範囲の拡

大（対象言語を現在の６言語以外に拡大するとともに、通信教育、e-Learning も補助対象に含め

る）等制度の見直しを行った。 

１８年度の職員研修については、「階層別研修」３４４人、「語学研修」１５０人、「専門研修」

７４１人を実施した。この他、国際機関及び省庁との人事交流、職員の専門家としての派遣など、

実務を通じた職員の能力開発の機会を提供した。 
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小項目 No.32 常勤職員数と人件費総額 

【中期計画】 

（ロ）人員に係る指標 

  期末の常勤職員数を期初の 3人減とする。 

(参考１) 

  期初の常勤職員数 1,329 人 

  期末の常勤職員数 1,326 人 

(参考２) 

  中期目標期間中の人件費総額見込み 49,000 百万円 

但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、休職者給与及

び技術協力派遣職員給与に相当する範囲の費用である。 

【当年度における取り組み】 

平成１８年度末の常勤職員数は１，３２６名となった。 

 また、１８年度の人件費は、予算額１３，８８７，０８４千円に対し、支出実績額１３，２８

７，９７２千円であった。その結果、中期計画期間中の人件費総額は４６，８３７百万円となり、

４９，０００百万円の見込額を下回った。 

人件費については、政府の「行政改革の重要方針」(平成１７年１２月２４日閣議決定）及び「簡

素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成１８年法律第４７号）

に基づき、国家公務員の定員の純減目標（今後５年間で５％以上の純減）及び給与構造改革を踏

まえ、機構として、公務員に準じた人件費削減に取り組み、１８年度からの５年間において５％

以上の削減を行うとともに、同取組を通じて、ラスパイレス指数の低下を図ることとしている。 

１８年度は、１２月期賞与において前年度比で役員４％、職員２％の削減を行い、１８年度の

人件費は、１７年度決算額１３，４３３，００９千円に対し、１．１％減となった。 

今後も、給与制度の見直し等により計画的な人件費の削減を図っていく方針である。 
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（３）その他中期目標を達成するために必要な事項 

（イ）監査の充実 

小項目 No.33 外部監査の実施等監査の充実 

【中期計画】 

（イ）監査の充実 

外部監査の実施等監査の充実を図り、適正な業務運営を図る。 

【年度計画】 

会計監査人による外部監査に加え、引き続き内部監査について「現場（在外）の強化」方針

に基づく在外事務所への業務移管内容及び実施状況等をテーマとして監査の充実を図る。 

【当年度における取り組み】 

会計監査人による監査及び内部監査を実施し、監査結果に基づく改善の指示・再発防止への注

意喚起を行うとともに、その改善措置状況等についても組織内で共有し、組織全体としてフォロ

ーアップを行った。また、無償資金協力事業における技術的監査を実施した。 

 

１．会計監査人による監査 

平成１７事業年度の財務諸表について、会計監査人（新日本監査法人）による監査を受け、１

８年８月１１日に外務大臣から承認を受けた。また、１８事業年度については期中監査を１８年

１０月から１９年３月までの間に、本部においては毎月実施し、国内機関及び在外事務所につい

ては以下のとおり実施した。（なお、１８事業年度の財務諸表についての本部期末監査は１９年５

月から２週間実施。） 

 

４国内機関：ＪＩＣＡ中部、ＪＩＣＡ兵庫、ＪＩＣＡ地球ひろば（広尾センター）、ＪＩＣＡ大

阪（１９年４月に実施） 

７在外事務所：ブラジル事務所、サンパウロ支所、チリ駐在員、ラオス事務所、カンボジア事

務所、マダガスカル事務所、タンザニア事務所 

 

会計監査人からの指導例は次のとおりであるが、いずれも速やかに是正しており、今後、同様

の指導を受けることがないよう注意喚起している。 

ア．出張旅費、物品購入時の立替払い（カンボジア事務所、サンパウロ支所） 

出張旅費等の支払に関して、立替払が行われているケースが見受けられるが、事前に申

請が行われていることから、原則として概算払とすべきこと、また、物品購入時の立替払

はやむを得ない事情がある場合にのみ認められるものであり、立替払を行う場合は理由書

を会計書類に添付すべきとの指導を受けた。今後については、立替払はやむを得ない事情

がある場合のみに限定するとともに、その場合は理由書を添付することとした。 

イ．固定資産の取得原価の範囲（マダガスカル事務所、チリ駐在員） 

固定資産の取得原価に引取費用、工事費等の付随費用及び事務所の内装工事費が含まれ

ていないものがごく一部見受けられ、取得原価の計上範囲について注意が必要であるとの
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指摘を受け、速やかに当該費用を取得原価として計上した。 

 

２．内部監査 

本部、国内機関及び在外事務所（プロジェクト等の協力活動現場を含む。）を対象として、監査

室が業務・会計監査を行い、関係部署に対してその改善を指示した。監査結果は、理事長に報告

するとともに、その内容について取りまとめた報告書をグループウェアを通じて全職員に周知し、

再発防止への注意喚起を図った。 

 

１８年度には、以下を対象に内部監査を実施した。 

本部：総務部、人事部、経理部他（１３部局） 

国内：ＪＩＣＡ東京（別館である旧ＪＩＣＡ八王子分のみ）、ＪＩＣＡ兵庫、ＪＩＣＡ中国、

ＪＩＣＡ二本松、ＪＩＣＡ東北（５機関） 

在外：アメリカ合衆国事務所、エルサルバドル事務所、ホンジュラス事務所、ウズベキスタン

事務所、キルギス事務所、パキスタン事務所、ネパール事務所、フランス事務所、チュ

ニジア事務所、サウジアラビア事務所、インドネシア事務所、シンガポール駐在員（１

２事務所） 

プロジェクト：「貝類増養殖開発計画プロジェクト」（エルサルバドル）、「算数指導力向上プロ

ジェクトフェーズⅡ」（ホンジュラス）他（８プロジェクト） 

 

また、特定テーマを対象とした監査（情報セキュリティー監査（本部５部署、２国内機関）及

び内部環境監査（本部及び全国内機関））についても実施した。 

 

３．無償資金協力事業に係る技術的監査 

１９年３月に３カ国（ザンビア、カンボジア、ボリビア）の３案件について技術的監査を実施

した。対象案件は、地域及び分野に偏りがないようアフリカ、東南アジア、南米から選定し、当

該案件の施工及び施工監理が適正に実施されているかなどについて調査を行った。この監査は、

直前までコンサルタントや業者だけでなく、相手国政府、在外公館、機構の在外事務所等の関係

者に実施することを伝えない「第三者による抜き打ち監査」であり、他のコンサルタントや施工

業者に対しても抜き打ちの監査が実施される場合があることを周知し、適正な実施の促進に努め

た。 
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（ロ）各年度の業績評価 

小項目 No.34 各年度の業績評価と業務運営への反映 

【中期計画】 

（ロ）各年度の業績評価 

各年度の業績に関し、外部有識者を含めて法人内部で評価を行い、業務運営に反映させる。

【年度計画】 

 年度計画に基づき執行された各事項の業績及び中期目標期間全体の業績について、外部有識

者を含めて内部で評価を行い、その結果を以降の計画立案及び業務運営に反映させる。 

【当年度における取り組み】 

平成１８年度は、１７年度の年度評価と中期目標期間の暫定評価について的確に対応し評価結

果を業務運営へ反映させるとともに、１９年４月からの第２期中期計画の策定作業に取り組み、

第２期中期目標期間における業務運営の準備を行った。 

 

１．業績評価結果の業務運営への反映 

（１）年度評価及び中期目標期間の暫定評価への対応 

１８年度は、１７年度の年度評価と中期目標期間の暫定評価について、的確に対応し、評価結

果を業務運営に反映させるとともに、１８年度業績のモニタリング、取りまとめ、内部評価等を

行った。業績評価の専管部署（業績評価チーム）が機構の業績のモニタリング（年２回）、取りま

とめ、評価結果のフォローアップ等を行い、総務担当理事を長とする｢業績評価委員会｣が業績の

報告、自己評価、業務運営への反映等について審議を行い理事会に報告した。また、自己評価の

質の向上と客観性の担保を図るため、外部有識者３名を外部検討委員として委嘱し、１７年度業

績報告や１８年度の進捗管理等についてその意見を反映させた。 

 １８年度は、中期目標期間の最終年度として中期計画の確実な達成を目指すとともに、当該計

画の取組を一層強化するため、「ＪＩＣＡ改革プラン」（１６年３月）及び「ＪＩＣＡ改革プラン

（第２弾）」（１７年３月）に基づく業務運営や組織体制の改革の仕上げに注力した。また、実績

報告に対する各種の指摘事項については、機構として的確かつ具体的な対応を図り（例：開発教

育参加者による事後の協力についてフォローアップを然るべく行い、事業効果の面的拡がりにつ

なげていく必要があるとの指摘を受け、教師海外研修参加者のネットワークを順次県別に構築す

るとともに、機構、ＮＧＯ、教育委員会等が参画する「開発教育連絡会」の設置を奨励し、一部

の県で実現した。）、この取組状況については１９年１月の外務省独立行法人評価委員会において

報告した。 

 また、総務省政策評価・独立行政法人評価委員会の意見を受けて、行政改革推進法（「簡素で効

率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」）に基づく人件費削減や、随意契約の

見直しに向けた取組状況について報告できるよう準備した。 

（２）第２期中期計画の策定 

１８年度は、独立行政法人通則法第３５条に基づく中期目標期間終了時の組織・業務全般の見

直しが行われた。１８年１２月に外務省による機構の「見直し案」が、政府行政改革推進本部に
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よる議を経て正式に決定されたことを踏まえ、１９年３月１日に外務省から第２期中期目標の指

示がなされた。機構は、同中期目標に基づき、１９年４月から５年間にわたる第２期中期計画の

策定作業に取り組むとともに、第２期中期目標期間における業務運営の準備を行った。 

 

２．部署毎の業務運営への反映 

中期計画に基づく年度計画の達成を各部署の業務運営、人事評価と連動させるため、引き続き

「部署別年間業務計画」の定着に取り組んだ。本部・在外事務所・国内機関の全部署の計画につ

いて担当理事が確認をし、本部分については理事会で討議した。１８年度においては、第２期中

期計画の達成に向けて組織横断的に取り組む課題を整理し、１９年度部署別年間業務計画に的確

に反映されるよう関係部署に指示を行った。また、年２回の人事評価の際に、部署別計画の実施・

達成状況が部門長の業績として取り扱われることにより、部門長の人事評価との連動を図ってい

る。 

 

３．機構内部への周知 

業績評価制度や評価結果に関する職員の意識向上を目的として、１８年９月に業績評価セミナ

ーを開催した（計６回）。在外職員向けにもテレビ会議システムを利用して４０事務所（１７年度

は２０事務所）を対象としたことなどから、１７年度実績（２４９名）を大幅に上回る３６１名

（前年度比４５％増。ナショナルスタッフを含む。）が参加した。アンケートでは、回答者のほぼ

全員から「有意義だった」との回答が得られている。 

また、１８年度はグループウェア上に業績評価に関連する資料及び最新情報のデータベースを作

成し、随意更新して、関係者の理解促進と評価結果の業務運営への反映の一助とした。また、在

外赴任者研修、新入職員研修等向けに資料を作成し、独立行政法人評価に係る基礎知識の習得を

促した。 

以上 
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１．国別・課題別の取組 
 
（１）国別の取組 

１８年度に実施した国別のプロジェクトの概況は以下のとおり。（プロジェクト件数は技術協力プ
ロジェクト、開発調査及び無償資金協力基本設計調査の合計数。） 

 
①東南アジア・インドシナ地域 
ア．インドネシア 
（ア）「民間主導の持続的な成長」実現のための支援：２４件 
（イ）「民主的で公正な社会造り」のための支援：６１件 
（ウ）「平和と安定」のための支援：８件 

また、「アチェ州住民自立支援ネットワーク形成プロジェクト」を実施し、スマトラ沖地震・津波
被害からの復興に関する支援を継続した。 

 
イ．マレーシア 
（ア）経済連携強化：１０件 
（イ）環境と持続的開発：６件 
（ウ）社会福祉向上：１件 
（エ）南南協力：１０件 
（オ）非伝統的安全保障：５件 
 
ウ．フィリピン 
（ア）雇用機会の創出に向けた持続的成長：２６件 
（イ）貧困削減：２８件 
（ウ）ミンダナオ地域等における平和と安定への支援：５件 
 
エ．タイ 
（ア）競争力の強化：１３件 
（イ）社会開発と貧困削減：７件 
（ウ）持続的開発：５件 
（エ）地域協力：１２件 
（オ）その他：５件 
 
オ．ミャンマー 
（ア）経済構造調整：３件 
（イ）農業・畜産業・水産業開発：２件 
（ウ）保健／医療の改善：６件 
（エ）教育の改善：１件 
（オ）市民生活の確保：３件 
（カ）グローバル・イシュー：３件 
 
カ．ベトナム 
（ア）成長促進：１９件 
（イ）生活･社会面での改善：３１件 
（ウ）制度整備：４件 
 
キ．ラオス 
（ア）基礎教育の充実：２件 
（イ）保健医療サービス改善：５件 
（ウ）農村地域開発及び持続的森林資源の活用：６件 
（エ）社会経済インフラ整備及び既存インフラの有効活用：６件 
（オ）民間セクター強化に向けた制度構築及び人材育成：５件 
（カ）行政能力の向上及び制度構築：４件 
（キ）その他：１件 
 

〈資料編〉 〈資料編〉 
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ク．カンボジア 
（ア）グッド・ガバナンスの推進：１１件 
（イ）経済・産業振興：９件 
（ウ）農業・農村開発：９件 
（エ）社会セクター開発：１３件 
 
②東アジア地域 
ア．中華人民共和国 
（ア）環境問題など地球規模の問題に対処するための協力：２１件 
（イ）改革・開放支援：５件 
（ウ）相互理解の促進：１件 
  技術協力プロジェクトのほか、草の根技術協力等による協力を行った。 
（エ）貧困問題克服のための支援：９件 
（オ）その他 
  対中ＯＤＡの理解促進のための協力等を行った。 
 
イ．モンゴル 
（ア）市場経済を担う制度整備・人材育成：８件 
（イ）地方開発：２件 
（ウ）環境保全：４件 
（エ）経済活動促進のためのインフラ整備：１件 
（オ）その他 
  感染症特別機材を供与した。 
 
③南西アジア地域 
ア．バングラデシュ 
（ア）経済成長（民間セクター開発、運輸、電力、農業・農村開発）：７件 
（イ）社会開発と人間の安全保障（教育、保健、環境、災害対策等）：３件 
（ウ）ガバナンス：１件 
（エ）その他 
  地図作成支援に係る協力を実施した。 
 
イ．ネパール 
（ア）社会分野：１件 
（イ）農業開発：３件 
（ウ）経済基盤整備：４件 
（エ）環境保全：２件 
（オ）紛争後の復興と紛争要因の排除 
  プロジェクト形成支援を行うとともに、選挙支援のためのセミナーや技術支援を行った。 
（カ）その他 

援助協調の専門家派遣や、開発事業のモニタリング支援等に係る協力を実施した。 
 
ウ．パキスタン 
（ア）人間の安全保障の確保と人間開発（保健・衛生・教育）：５件 
（イ）健全な市場経済の発達（水資源・灌漑、農業、経済基盤・経済発展）：１０件 
（ウ）分野横断的イシュー（ジェンダー、環境、ガバナンス）：２件 
（エ）バランスのとれた地域社会・経済の発展：２件 
 
エ．スリランカ 
（ア）平和の定着と復興支援：４件 
（イ）中長期開発ビジョン援助計画（経済基盤整備、外貨獲得能力向上に対する支援、貧困対策）：１２件 
（ウ）津波災害復興：５件 
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④中米・カリブ地域 
ア．ドミニカ共和国 
（ア）教育：１件 
（イ）保健医療：３件 
（ウ）農業・農村開発：２件 
（エ）環境保全：２件 
（オ）産業開発：２件 
 
イ．ホンジュラス 
（ア）教育：１件 
（イ）保健医療：２件 
（ウ）農村開発：２件 
（エ）経済社会インフラ整備：４件 
 
ウ．メキシコ 
（ア）人間の安全保障の向上と貧困削減：９件 
（イ）産業開発と地域振興：２件 
（ウ）地球環境問題及び水の衛生と供給：５件 
（エ）日墨パートナーシップ・プログラム、南南協力：２件 
 
⑤南米地域 
ア．アルゼンチン 
（ア）経済再生：２件 
（イ）社会開発：２件 
（ウ）環境保全：４件 
（エ）南南協力支援：１０件 
 
イ．ボリビア 
（ア）社会開発：１３件 
（イ）生産向上支援：６件 
（ウ）制度・ガバナンス：１件 
 
ウ．ブラジル 
（ア）環境保全：５件 
（イ）格差是正のための地域振興・社会開発：２件 
（ウ）三角協力の推進（日本・ブラジル・パートナーシップ・プログラム）：１２件 
 
エ．パラグアイ 
（ア）貧困層への社会サービスの充実と収入の維持向上：５件 
（イ）メルコスール域内外の競争時代に対応しうる経済競争力強化：１２件 
（ウ）環境保全と天然資源の持続的開発：１件 
（エ）行政組織・制度整備（グッド・ガバナンス）：１件 
 
⑥アフリカ地域 
ア．ガーナ 
（ア）地方農村部の活性化：８件 
（イ）産業育成：８件 
（ウ）行政能力の向上・制度整備：１件 
 
イ．ケニア 
（ア）人材育成：４件 
（イ）農業開発：４件 
（ウ）環境保全：４件 
（エ）保健・医療：６件 
（オ）経済インフラ整備：５件 
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ウ．マラウイ 
（ア）食糧安全保障：４件 
（イ）人的資本開発：５件 
（ウ）持続的経済開発：３件 
 
エ．タンザニア 
（ア）農業・零細企業の振興：４件 
（イ）人口、エイズ及び子供の健康問題への対応：３件 
（ウ）基礎教育支援 

在外技術研修による協力をおこなった。 
（エ）都市部における基礎インフラ整備等による生活環境改善：９件 
（オ）貧困削減のための行政能力強化：４件 
 
オ．ザンビア 
（ア）農村開発を中心とする貧困対策への支援：５件 
（イ）費用対効果の高い保健医療サービスの充実：７件 
（ウ）貧困削減のための経済成長に資する産業開発：１件 
（エ）自立発展に向けた人材育成・制度構築：４件 
（オ）地域相互協力の促進：１件 
 
カ．セネガル 
（ア）基礎生活の向上（水供給、教育・人的資源開発、保健医療）:６件 
（イ）環境（砂漠化防止）：２件 
（ウ）経済成長を通じた貧困削減（農水産業、インフラ）：４件 
 
⑦中東地域 
ア．アフガニスタン 
（ア）地方農村総合開発（農業・農村開発）：３件 
（イ）中長期的開発のためのキャパシティ・ディベロップメント（教育、保健医療、運輸交通、水資
源、ジェンダー、ANDS（国家開発戦略）支援）：１２件 

 
イ．トルコ 
（ア）経済社会開発促進のための人材育成：５件 
（イ）地域間格差是正のための農漁業の振興：３件 
（ウ）南南協力の支援：２件 
（エ）地震災害振興・防火制度強化：１件 
 
ウ．エジプト 
（ア）持続的成長と雇用創出の実現：６件 
（イ）貧困削減・生活の質の向上：１０件 
（ウ）地域安定化の促進：１０件 
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（２）開発課題別の取組 
 

１８年度に実施した開発課題別のプロジェクトの概況と質の向上のための取り組みは以下のとお
り。（プロジェクト件数は技術協力プロジェクト、開発調査及び無償資金協力基本設計調査の合計
数。） 

 

①ガバナンス 
ア.ガバナンス分野の協力については、以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）民主化支援：６件 
（イ）法整備支援：８件 
（ウ）行政全般に対する能力向上：２６件 
イ.協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を行った。 
（ア）課題別指針については、「法整備」分野の概念整理に着手するとともに「統計」分野の草案を作

成した。 
（イ）ガバナンス課題タスクフォースの運営を通じ、民主化支援、行政基盤整備、メディア支援及び

地方行政に関する勉強会やワークショップを実施した。また、ナレッジサイトの分野課題情報を
更新するなど内容の充実を図った。 

（ウ）ＪＩＣＡ－Ｎｅｔを利用した在外事務所との検討会や課題アドバイザーの派遣等を通じてガバ
ナンス分野の在外主導案件の形成支援及び実施段階での在外事務所への技術支援を行った。 

 
②平和構築支援 
ア．平和構築支援については、ガバナンスの改善に向けた協力、紛争終結後の国家にとって重要な治
安回復、生活再建のための社会基盤整備、基本的な経済ニーズの充足や経済基盤の安定化を図るた
めの経済基盤整備等の支援を実施した。併せて、社会的弱者にも目を向けた支援を実施した。具体
的には、ネパールに対する選挙制度に関する協力、パレスチナにおけるリプロダクティブヘルスへ
の協力、ルワンダにおける障害を持つ除隊兵士のための技能訓練、スーダン及びブルンジにおける
首都のインフラ整備計画策定に係る支援、フィリピンのミンダナオ地域における地域振興計画策定
支援、コンゴ民主共和国等に対する今後の迅速な協力開始のためのプロジェクト形成調査を実施し
た。 

イ．協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を行った。 
課題別指針の検討、初動体制強化のためのロジチーム（復興支援等の現場において、通信機能等

事業拠点の確保、現地人員確保などのロジスティックス整備のために派遣されるチーム）設立準備、
移行期支援に係るワークショップ、アフリカ地域における平和構築支援ワークショップ等を実施し
た。 

 
③ジェンダー主流化／WID 
ア．ジェンダー／WID 分野の協力については、以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）WID 案件：２０件 
（イ）ジェンダー平等案件：７件 
（ウ）ジェンダー関連案件：１１３件 
イ．協力事業の質の向上を目的として、以下の各種会合を開催した。 
（ア）課題別支援委員会 ２回 
（イ）分野課題タスク会合 ３回 
（ウ）ジェンダー担当者会議 ３回（本部２回、アジア地域１回） 
 
④情報通信技術 
ア．情報通信技術分野の協力については、以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）IT 政策策定能力の向上：１件 
（イ）IT 人材の育成：８件 
（ウ）通信基盤の整備 

フォローアップ協力を実施した。 
（エ）各分野への IT 活用による効率・効果の向上：４件 
（オ）IT 活用による援助における効率・効果の向上 

遠隔講義・セミナーの実施やマルチメディア教材の作成を中心とする遠隔技術協力を実施した。 
（カ）放送分野：６件 
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イ．協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を行った。 
（ア）課題別支援委員会を立ち上げ、必要に応じて委員に助言を求めた。 
（イ）ナレッジサイトの情報を１３件追加した（計１７０件）。また、マルチメディア教材（電波管理）

を作成した。 
（ウ）UNESCAP（国連アジア太平洋経済社会委員会）の地域機関である APCICT（Asian and Pacific 

Training Centre for Information and Communication Technology for Development）が開催した
デジタルデバイド是正のための ICT 分野の人材育成に係る国際フォーラムにて機構の情報通信分
野の取組や教訓などを紹介し情報共有を図った。 

（エ）有識者の参加を得て、ＪＩＣＡ－Ｎｅｔを利用した情報通信分野に関する公開勉強会を６回実
施した。また、プログラムの視点を促進するため、国際協力銀行との連携案件であるベトナム・
ハノイ工科大学 ITSS 能力強化プロジェクトに関し、機構及び国際協力銀行の協力を包括的に表し
た相関図を取りまとめた。 

（オ）アフリカにおける情報通信の協力方針に係る調査・分析を行い、その結果を「概論編」、「コミ
ュニティー編」に分けて取りまとめた。また、電子政府の取り組みの考え方に係る調査・分析を
行った。 

 
⑤運輸交通 
ア．運輸交通分野の協力については、以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）運輸交通インフラ整備：４９件 
（イ）運輸交通セクターにおけるキャパシティ・ディベロップメント支援：１５件 
イ．協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を行った。 
（ア）途上国固有の特性に対応した適正技術の検証及び定着に向けた計画策定（社会実験、試験的事

業を含む）を行うため、コスタリカ、ボリビアにおいてカウンターパートとともに橋梁点検作業
や防災必要箇所の選定を行い、試験的な事業を実施するよう調査内容の設計を行った。 

（イ）第２回課題別支援委員会を開催した。 
（ウ）運輸交通に係るナレッジサイトの内容の更新・充実を図った。 
（エ）運輸交通分野の課題別指針を策定した。 
（オ）クロスボーダー交通インフラ（フェーズ２）のプロジェクト研究を実施した。 
（カ）プログラムの視点を促進するため、国際協力銀行との連携案件であるベトナムの港湾管理制度

改革プロジェクトの実施に当たり、17 年度に取りまとめた南部港湾整備に係るプログラムを活用
している。 

 
⑥都市開発 
ア．都市開発・地域開発分野の協力については、以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）都市の持続的成長：１４件 
（イ）都市内貧困削減：２件 
（ウ）都市開発セクターでのキャパシティ・ディベロップメント支援：３件 
（エ）都市基本情報整備：１１件 
（オ）地域間格差の是正：６件 
（カ）地方自治体におけるキャパシティ・ディベロップメント支援：４件 
イ．協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を行った。 
（ア）都市開発・地域開発分野の課題別指針を策定した。 
（イ）都市開発・地域開発に係るナレッジサイトの内容の更新・充実を図った。特に都市開発・地域

開発に関連する国際会議、当該分野の他ドナーの動向についての情報収集を強化し、整理、掲載
した。 

 
⑦教育 
ア．教育分野の協力については、以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）基礎教育：５４件      
（イ）高等教育：９件 
（ウ）技術教育／訓練：１３件 
イ．協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を行った。 
（ア）高等教育分野の課題別指針案を作成し、同指針を反映しつつインドネシア産学地連携プロジェ

クト、アセアン工学系高等教育ネットワークプロジェクトを形成した。 
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（イ）事業の戦略的な実施を目指した中南米基礎教育協力方針を作成(平成１８年１２月）し、協力重
点課題及び重点国を定めた。 

（ウ）教育分野のナレッジサイトの情報を１１５件追加したほか、１０２件の更新を行なった。また、
グループウェアに教育タスクフォース電子会議室を開設し、タスクフォース会議の議事録等２０
件を公開した。 

（エ）以下の調査研究を国際協力総合研修所と共同で実施した。 
調査研究：「JICA 理数科教育改善プロジェクトの事業経験の分析：研修教材作成、事業評価方法

を中心に」 
客員研究：「基礎教育とジェンダー」、「アフリカにおける職業・産業人材育成（TVET）‐変化す

る支援環境と人材需要への対応‐」 
（オ）公開シンポジウムを３回開催した（第１回「日本の教室と世界をつなぐ～これからの理数科教

育協力～」、第２回「国際協力における高等教育の役割～地域に届くアプローチとは～」、第３回
「EFA グローバルモニタリングレポート 2007Launching Seminar」）。 

 
⑧社会保障 
ア.社会保障分野の協力については、以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）社会保険・社会福祉：４件 
（イ）障害者支援：８件 
（ウ）労働・雇用：５件 
イ.協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を行った。 
（ア）社会保障分野（医療保障・年金・社会福祉）の課題別指針を策定し、ホームページで公開した。 
（イ）調査研究「地域に根ざしたリハビリテーション（CBR）」を実施し、同分野における過去の協力

実績を調査・分析し、事業実施上のガイドラインを策定した。 
（ウ）アジア地域及び中東地域の在外事務所を対象とした在外技術支援セミナーを行った。 
（エ）「高齢者福祉」「タイ３０バーツ医療保障制度」及び「障害と HIV／AIDS」に関する公開セミナー

を実施した。また、復興支援及び社会的弱者配慮に関する勉強会並びに障害者支援に関する職員
研修を実施した。 

 
⑨保健医療 
ア．保健医療分野の協力については、以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）保健人材開発：２８件 
（イ）保健医療システム整備：３０件 
（ウ）リプロダクティブヘルス・母子保健：２８件 
（エ）感染症対策：４３件 
（オ）復興支援・平和構築のうち、保健医療に関連するもの：７件 
イ．協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を行った。 
（ア）１７年度に作成した報告書（「紛争・災害後の国に対する機構の保健医療分野支援のあり方」）

の提言を踏まえ、復興支援国に対する緊急・復旧支援から開発支援につなぐ適切な事業を検討・
実施中。復興支援国への協力として、例えば、アフガニスタンではプログラム化に向けた事業評
価を実施し、イラクでは研修員受入を中心に救急医療と地域医療分野の協力を実施した。また、
パレスチナにおいてもコミュニティベースの母子保健事業を国際機関等と連携しつつ実施した。 

（イ）国別保健医療情報の整備の一環として、保健医療分野に関するポジションペーパー及びプログ
ラム計画書の作成の手引きを作成した。 

（ウ）保健医療分野のナレッジサイトに教材情報、関連資料を継続的に掲載するとともに、各種ニュ
ースレターの発行やメーリングリストの運営を通じて機構内外の保健医療関係者に最新の保健医
療事業の動向に関する情報発信を行った。さらに、HIV／エイズ対策分野の協力隊員を対象とした
研修への講師派遣、結核対策分野の客員研究、保健システム体系化をテーマとした調査研究によ
る知見蓄積、保健医療分野の地域会議・セミナー開催支援等を通じ、在外事務所への技術支援を
行った。 

（エ）HIV／エイズ、結核、鳥インフルエンザ、リプロダクティブヘルス、地域協力等に関する WHO（World 
Health Organization）、UNICEF（United Nations Children's Fund）及び USAID（U.S. Agency for 
International Development）との技術的な意見交換や具体的な事業連携を通じて事業効果の拡大
と効率化を図った。 
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⑩自然環境保全 
ア．自然環境保全分野の協力については、以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）地域住民による自然資源の管理能力の向上：３５件 
（イ）生物多様性の高い地域・生態系の保全：１８件 
（ウ）荒廃地の植生の回復：６件 
イ．協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を行った。 
（ア）自然環境保全分野の課題別指針の改訂草案を作成した。 
（イ）１７年度に引き続きナレッジサイトのコンテンツの充実を図り、その一環として案件ごとの教

訓の蓄積に着手し、１８年度は１５件の教訓を蓄積・共有した。また、過去に実施した「森林・
林業分野協力に関するセクター評価調査報告書」を基に案件共通の教訓を抽出し、ナレッジサイ
トに掲載した。さらに、自然環境保全分野の勉強会を月２回程度実施するとともに、その資料を
ナレッジサイトに掲載し、案件の教訓の共有、職員の専門性向上を図った。 

（ウ）ナレッジサイトに案件別業務文書一覧を作成し、基本文書の共有を促進した。 
（エ）定期報告書には必ずしも反映されていないプロジェクトの日々の取組を共有するため、ナレッ

ジサイトにプロジェクトのホームページ、ニュースレター、メールマガジンの一覧を掲載した。 
（オ）参加型自然環境保全・生計向上に関連する案件について、事例分析を行い、今後の案件形成・

実施に資する教訓を抽出した。 
（カ）環境教育に関する好事例を収集し、環境教育を実施する上でのポイントを取りまとめ、途上国

で環境教育を実施する専門家や協力隊員が活用できる環境教育のテキストの草案やマルチメディ
ア教材を作成した。 

 
⑪環境管理（公害対策） 
ア．環境管理（公害対策）分野の協力については、以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）大気汚染・酸性雨：６件 
（イ）水質汚濁：２１件 
（ウ）廃棄物処理：２４件 
（エ）その他環境管理：１７件 
イ．協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を行った。 
（ア）環境管理分野の課題別指針の草案を作成した。 
（イ）ナレッジサイトに３５件の情報を追加し、計５４コンテンツとした。 
（ウ）環境管理分野のセミナー・勉強会を計３７回開催した。 
 
⑫水資源 
ア．水資源(防災を含む）分野の協力については、以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）安全な水の安定した供給：５３件 
（イ）総合的な水管理の推進：１２件 
（ウ）水質の改善を通じた環境保全：２件 
（エ）防災対策の強化：３０件 
イ．協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を行った。 
（ア）水資源分野の課題別指針の改訂草案及び水質管理マニュアルを作成した。また、調査研究「村

落給水・衛生改善手法」を実施し、報告書を取りまとめた。 
（イ）防災関連 
・「防災」に関する課題別指針案を作成した。 
・インドネシア・ジャワ島中部地震において緊急のニーズ調査を実施した。 

 
⑬貧困削減 
ア．貧困削減分野の協力については以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）貧困削減に対する体制整備：１２件 
（イ）貧困層の収入の維持・向上：１５件 
（ウ）貧困層の基礎的生活の確保：１４件 
（エ）外的脅威の軽減：３件 
イ．協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を行った。 
（ア）貧困削減配慮案件のさらなる発掘・形成支援、実施のため、専門家派遣前研修において貧困削

減の取組の説明、事例研究を行った。また、専門家や在外事務所からの要請に応じて随時情報提
供を行った。 
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（イ）貧困削減タスクフォースにおいて実施した各種セミナー結果、報告書等から抽出した教訓等を
ナレッジサイトに掲載し、内容の更新・充実を図った。 

（ウ）参加型地域社会開発研修、貧困削減案件の事例紹介等を通じ、職員の理解促進及び情報共有を
図った。また、ニュースレターを発刊し、貧困削減に係る情報共有・発信を促進した。 

（エ）貧困削減分野の課題別指針の改訂に係る検討会を行い、開発課題体系図案等を作成した。 
 
⑭農業開発・農村開発 
ア．農業・農村分野の協力については以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）政策立案・実施能力の向上：２９件 
（イ）持続可能な農業生産：６２件 
（ウ）安定した食料供給：６件 
（エ）活力ある農村の振興：２５件 
イ．協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を行った。 
（ア）農業・農村開発課題別支援委員会において、地域別指針「中南米における農業・農村開発」を

審議し、同指針の骨子案を作成した。 
（イ）農業・農村開発分野に係る途上国有用技術調査を実施し、日本の大学が開発した（又は開発中

の）途上国に適用可能な有用技術に関する基本情報を収集・整理した。また、砂漠化防止のため
の農村開発アプローチに係る基礎情報を収集した。 

（ウ）各種統計データや技術協力プロジェクト案件に関する広報資料等を掲載するなどナレッジサイ
トの内容を拡充し、ナレッジサイトの利用促進を図った。また、ナレッジサイトに業務関連文書
一覧を作成してアクセス方法を改善した。 

（エ）在外主管案件を含む技術協力プロジェクト及び開発調査全てに担当となる課題アドバイザーを
配置し、案件形成及びモニタリングの強化を図った。なお、案件の計画・実施に当たっては、住
民の視点に立った生活の改善と住民のエンパワーメントを重視し、協力の成果が住民に面的かつ
持続的に裨益するよう人間の安全保障に係る部内研修を実施し、概念の理解促進及び実践を図っ
た。また、生活改善のマルチメディア教材に関するセミナーを支援し、同教材の活用を図った。 

 
⑮水産開発 
ア．水産分野の協力については以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）水産資源の有効利用：２４件 
（イ）水産資源の保全：４件 
（ウ）住民の組織化や行政機関等の能力向上：２４件 
イ．協力事業の質の向上を目的として、水産分野の課題別指針案を作成した。また、これまでの水産
開発関連案件の教訓を取りまとめ、ナレッジサイトに掲載した。 

 
⑯経済政策 
ア．経済政策分野の協力については以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）財政・金融制度、経済制度の構築：４件 
（イ）開発途上国側の政策実施・運営能力の向上：２５件 
（ウ）市場経済化の促進：１件 
イ．協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を行った。 
（ア）金融分野の課題別指針を作成した。 
（イ）在外事務所への技術支援を目的として、特に在外事務所にとって参考にしやすい過去の案件資

料を整理し、ナレッジサイトに掲載した。また、当該情報の活用方法や経済政策分野の協力ニー
ズの把握について、在外事務所向けに勉強会を開催した。 

（ウ）国内外の関係機関や他ドナーとの連携・情報交換 
・財務省、国税庁、金融庁、日本銀行及び機構の五者間における TA（Technical Assistance：技術
協力）連絡会の実施 

・日本政府拠出金によるＩＭＦの技術支援に係る財務省国際局との情報交換 
・課題別研修「国際課税」に係る国税庁との共同案件形成 
・金融分野における技術協力人材に係るＩＭＦとの情報交換 
・政府系金融機関（政策投資銀行、国民金融公庫等）との技術協力に係る情報交換 
・ツーステップローンと技術協力の連携に係る国際協力銀行との意見交換 
・証券市場制度運用に係る東京証券取引所及び証券業協会との意見交換 

（エ）近年重要性が高まっている途上国の公共財政管理に関して、当該分野の協力のあり方を検討す
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るための勉強会を継続して開催し、その結果を報告書に取りまとめた。 
 
⑰民間セクター開発 
ア．民間セクター開発分野の協力については以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）中小企業振興：１３件 
（イ）貿易・投資促進：１４件 
（ウ）産業基盤制度整備：１１件 
（エ）産業技術向上：１４件 
（オ）観光開発：３件 
（カ）地場産業の振興：２件 
イ．協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を行った。 
（ア）アフリカ支援のための案件形成に係る調査・研究の実施 
・中小企業分野について、「サブサハラ・アフリカ地域中小企業振興に係る協力方針」（和文・英文）

を作成した。 
・アフリカ９カ国にプロジェクト形成調査団を派遣し、マラウイで実施中の案件（「一村一品運動の

ための制度構築と人材養成」）を中心に一村一品運動の紹介を行った。 
（イ）国際協力銀行及び日本貿易振興機構との連携の強化 
・中小企業分野（タイ自動車人材育成計画及び一村一品関連）について、日本貿易振興機構との継
続的な意見交換・調整を行った。また、円借款及び技術協力をそれぞれ実施中のチュニジアのプ
ロジェクト（ボルジュセドリアテクノパーク運営管理向上）に関し、国際協力銀行と意見交換を
進めた。 

・貿易分野について、日本貿易振興機構と継続的な意見交換・調整を行い、エジプト輸出振興セン
タープロジェクトを開始した。 

（ウ）課題対応力の強化 
・民間セクター開発タスクフォースにおいて、各分野の要望調査票の取りまとめ方法等に関するセ
ミナー（ＪＩＣＡ－Ｎｅｔを利用）を在外事務所に対して実施した。 

・アセアン地域を対象として、計量標準システムの現状と効果的な技術力に関するプロジェクト研
究を実施し、報告書を作成した。 

（エ）優良プログラム・プロジェクトの形成促進支援 
・パレスチナ支援における工業団地開発案件及び観光開発案件形成及びラオスにおける観光案件形
成のためのプロジェクト形成調査を実施した。 

 
⑱エネルギー・鉱業 
ア．資源・エネルギー分野の協力については以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）電力・エネルギー：２８件 
（イ）省エネルギー：５件 
（ウ）資源・鉱業振興：８件 
イ．協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を行った。 
（ア）調査・研究 
・エネルギー分野及び資源・鉱業分野の公開セミナー、勉強会をそれぞれ３回、８回実施した。ま
た、「エネルギー」、「資源循環・３Ｒ」、「鉱業」の各分野の課題別支援委員会を開催した。 

・これまで実施した案件又は実施中の案件について体系的に必要な情報を取りまとめるとともに、
教訓についてもナレッジサイトに掲載した。 

（イ）研修員とのネットワーク連携強化 
本邦におけるエネルギー分野、鉱業分野等の研修において機構の取組方針について講義を行う

とともに、研修員とのネットワーク強化を図った。 
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２．独立行政法人国際協力機構の概要 

（１）業務内容 

（ア） 目的 

 独立行政法人国際協力機構（以下「機構」という。）は、開発途上にある海外の地域（以

下「開発途上地域」という。）に対する技術協力の実施並びに無償の資金供与による開発途

上地域の政府に対する国の協力の実施の促進及び開発途上地域の住民を対象とする国民等

の協力活動の促進に必要な業務を行い、中南米地域等への移住者の定着に必要な業務を行

い、並びに開発途上地域等における大規模な災害に対する緊急援助の実施に必要な業務を

行い、もってこれらの地域の経済及び社会の発展又は復興に寄与し、国際協力の促進に資

することを目的とする。（独立行政法人国際協力機構法 第三条） 

（イ） 業務の範囲 

一 条約その他の国際約束に基づく技術協力の実施に必要な次の業務を行うこと。 

イ 開発途上地域からの技術研修員に対し技術の研修を行い、並びにこれらの技術研修

員のための研修施設及び宿泊施設を設置し、及び運営すること。 

ロ 開発途上地域に対する技術協力のため人員を派遣すること。 

ハ ロに掲げる業務に係る技術協力その他開発途上地域に対する技術協力のための機材

を供与すること。 

ニ 開発途上地域に設置される技術協力センターに必要な人員の派遣、機械設備の調達

等その設置及び運営に必要な業務を行うこと。 

ホ 開発途上地域における公共的な開発計画に関し基礎的調査を行うこと。 

二 条約その他の国際約束に基づき開発途上地域の政府に対して行われる無償の資金供与に

よる協力（資金を贈与することによって行われる協力をいい、以下この号において「無償

資金協力」という。）の実施の促進に必要な次の業務を行うこと。 

イ 次に掲げる無償資金協力に係る契約の締結に関し、調査、あっせん、連絡その他の

必要な業務を行うこと。 

(1) 条約その他の国際約束に基づく技術協力のための施設（船舶を含む。以下この号

において同じ。）の整備（当該施設の維持及び運営に必要な設備及び資材の調達を含

む。以下この号において同じ。）を目的として行われる無償資金協力 

(2) 条約その他の国際約束に基づく技術協力に密接な関連性を有する事業のための施

設の整備を目的として行われる無償資金協力 

(3) 条約その他の国際約束に基づく技術協力に密接な関連性を有するものとして外務

大臣が指定する無償資金協力 

ロ イに規定する契約の実施状況に関し、必要な調査を行うこと。 

三 国民、民法（明治二十九年法律第八十九号）第三十四条の法人、特定非営利活動促進法

（平成十年法律第七号）第二条第二項の特定非営利活動法人その他民間の団体等の奉仕活

動又は地方公共団体若しくは大学の活動であって、開発途上地域の住民を対象として当該
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開発途上地域の経済及び社会の発展又は復興に協力することを目的とするもの（以下この

号において「国民等の協力活動」という。）を促進し、及び助長するため、次の業務を行

うこと。 

イ 開発途上地域の住民と一体となって行う国民等の協力活動を志望する個人の募集、

選考及び訓練を行い、並びにその訓練のための施設を設置し、及び運営すること。 

ロ 条約その他の国際約束に基づき、イの選考及び訓練を受けた者を開発途上地域に派

遣すること。 

ハ 開発途上地域に対する技術協力のため、国民等の協力活動を志望するものからの提

案に係る次の事業であって外務大臣が適当と認めるものを、当該国民等の協力活動

を志望するものに委託して行うこと。 

(1) 当該開発途上地域からの技術研修員に対する技術の研修 

(2) 当該開発途上地域に対する技術協力のための人員の派遣 

(3) 当該開発途上地域に対する技術協力のための機材の供与 

ニ 国民等の協力活動に関し、知識を普及し、及び国民の理解を増進すること。 

四  移住者に対する援助及び指導等を国の内外を通じ一貫して実施するため、次の業務を行

うこと。 

イ 海外移住に関し、調査及び知識の普及を行うこと。 

ロ 海外において、移住者の事業、職業その他移住者の生活一般について、相談に応じ、

及び指導を行うこと。 

ハ  海外において、移住者の定着のために必要な福祉施設の整備その他の援助を行うこ

と。 

五 開発途上地域等における大規模な災害に対する国際緊急援助活動（国際緊急援助隊の派

遣に関する法律（昭和六十二年法律第九十三号）第二条に規定する活動をいう。）その他

の緊急援助のための機材その他の物資を備蓄し、又は供与すること。 

六 第一号、第三号ハ及び前号並びに次項の業務の遂行に必要な人員の養成及び確保を行う

こと。 

七 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

２ 機構は、前項の業務のほか、次の業務を行う。 

一 国際緊急援助隊の派遣に関する法律に基づき、国際緊急援助隊を派遣すること 

二 国際緊急援助隊の派遣に関する法律に基づき、国際緊急援助活動に必要な機材その他の

物資の調達、輸送の手配等を行うこと。 

（独立行政法人国際協力機構法 第十三条） 

（２）事務所の所在地  

〒151-8558 東京都渋谷区代々木 2-1-1 新宿マインズタワー6～13 階 

Tel：（03）5352-5311～5314（受付台）、Fax：(03)5352-5032・5150（総務部） 
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（３）資本金の額 

８８，５０８百万円（平成１９年３月３１日現在） 

 

（４）役員の状況 

  平成１９年３月３１日現在の役員の情報は以下の表のとおり。 

 

No 役職名 氏 名 就任日 前 職 

1 理事長 緒方 貞子 H15.10.1 国連難民高等弁務官 

2 副理事長 畠中 篤 H15.10.1 駐オーストラリア特命全権大使

3 理事 黒木 雅文 H18.5.8 駐インドネシア国公使 

4 理事 松岡 和久 H17.10.1 国際協力事業団アジア第一部長

5 理事 伊沢 正 H17.10.1 経済産業省大臣官房審議官 

6 理事 金子 節志 H17.10.1 国際協力機構人事部長 

7 理事 上田 善久 H17.10.1 米州開発銀行理事 

8 理事 松本 有幸 H18.1.26 農林水産省関東農政局長 

9 監事 庵原 宏義 H17.10.1 駐エチオピア特命全権大使 

10 監事 船渡 享向 H17.12.16 会計検査院第５局長 

 

（５）職員の状況 

常勤職員数：１，３２６人（平成１９年３月３１日現在） 

 

（６）設立の根拠となる法律 

独立行政法人国際協力機構法（平成１４年１２月６日法律第１３６号） 

 

（７）主務大臣 

外務大臣 

 

（８）沿革 

１９６２年 海外技術協力事業団が設立され、政府の技術協力事業が一元的に実施さ

れる基盤が整備された。 

１９６３年 海外移住事業団が設立され、移住者の送出と移住先における支援を一貫

して行う体制が整備された。 

１９７４年    海外技術協力事業団、海外移住事業団及び（財）海外農業開発財団の業

務、並びに（財）海外貿易開発協会の業務の一部が統合され、国際協力

事業団（JICA）が発足した。発足当初の業務内容は、技術協力、青年海

外協力隊派遣、開発投融資、海外移住、援助人材の養成及び確保であっ

た。 

１９７８年 業務内容に無償資金協力の実施促進事業が追加された。 

１９８４年 業務内容に青年招へい事業が追加された。 
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１９８７年 業務内容に災害援助等協力事業が追加された。 

１９８８年 業務内容に援助効率促進事業が追加された。 

１９９０年 業務内容にシニアボランティア派遣業務が追加された。 

２００１年 特殊法人等整理合理化計画により、国際協力事業団は独立行政法人とす

ることが決定された。また、開発投融資事業は廃止すること（平成１５

年度以降は、既に承諾済みの案件に限り融資を行う）、海外移住事業に

ついては入植地事業及び移住者送出業務を廃止すること、並びに融資事

業は段階的に整理し平成１７年度末に廃止すること、が決定された。 

２００３年１０月 独立行政法人国際協力機構が発足した。 

 

（９）組織図 

  次頁のとおり。 

 



161 

 

 

 独
立

行
政

法
人

国
際

協
力

機
構

　
組

織
図

（
平

成
1
9
年

3
月

）

本
部

監
事

監
事

室

理
事

長
室

監
査

室
副

理
事

長
国

内
機

関

理
事

総
務

部
国

際
協

力
総

合
研

修
所

人
事

部

経
理

部
札

幌
国

際
セ

ン
タ

ー

調
達

部
帯

広
国

際
セ

ン
タ

ー

企
画

･
調

整
部

筑
波

国
際

セ
ン

タ
ー

ア
ジ

ア
第

１
部

東
京

国
際

セ
ン

タ
ー

ア
ジ

ア
第

２
部

横
浜

国
際

セ
ン

タ
ー

中
南

米
部

中
部

国
際

セ
ン

タ
ー

ア
フ

リ
カ

部
大

阪
国

際
セ

ン
タ

ー

中
東

・
欧

州
部

兵
庫

国
際

セ
ン

タ
ー

社
会

開
発

部
中

国
国

際
セ

ン
タ

ー

人
間

開
発

部
九

州
国

際
セ

ン
タ

ー

地
球

環
境

部
沖

縄
国

際
セ

ン
タ

ー

農
村

開
発

部
二

本
松

青
年

海
外

協
力

隊
訓

練
所

経
済

開
発

部
駒

ヶ
根

青
年

海
外

協
力

隊
訓

練
所

国
内

事
業

部
東

北
支

部

無
償

資
金

協
力

部
北

陸
支

部

青
年

海
外

協
力

隊
事

務
局

四
国

支
部

国
際

緊
急

援
助

隊
事

務
局

国
際

協
力

人
材

部

在
外

在
外

事
務

所
５

６
カ

国
（

別
紙

）

理
事

長

広
尾

セ
ン

タ
ー

（
J
I
C
A
地

球
ひ

ろ
ば

）



162 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

独
立

行
政

法
人

国
際

協
力

機
構

　
組

織
図

別
紙

　
在

外
の

体
制

（
平

成
1
9
年

3
月

）

事
務

所
（

５
６

カ
国

）
地

域
支

援
事

務
所

（
６

地
域

）
ア

ジ
ア

地
域

ア
フ

リ
カ

地
域

イ
ン

ド
事

務
所

エ
チ

オ
ピ

ア
事

務
所

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

事
務

所
ガ

ー
ナ

事
務

所
べ

ト
ナ

ム
事

務
所

ウ
ズ

ベ
キ

ス
タ

ン
事

務
所

カ
ン

ボ
ジ

ア
事

務
所

ザ
ン

ビ
ア

事
務

所
ス

リ
ラ

ン
カ

事
務

所
ジ

ン
バ

ブ
エ

事
務

所

中
華

人
民

共
和

国
事

務
所

タ
ン

ザ
ニ

ア
事

務
所

ネ
パ

ー
ル

事
務

所
ナ

イ
ジ

ェ
リ

ア
事

務
所

パ
キ

ス
タ

ン
事

務
所

マ
ラ

ウ
イ

事
務

所
バ

ン
グ

ラ
デ

シ
ュ

事
務

所
フ

ィ
リ

ピ
ン

事
務

所
マ

レ
ー

シ
ア

事
務

所
マ

ダ
ガ

ス
カ

ル
事

務
所

ミ
ャ

ン
マ

ー
事

務
所

モ
ザ

ン
ビ

ー
ク

事
務

所
モ

ン
ゴ

ル
事

務
所

ニ
ジ

ェ
ー

ル
事

務
所

ラ
オ

ス
事

務
所

ウ
ガ

ン
ダ

事
務

所
東

チ
モ

ー
ル

事
務

所
ブ

ル
キ

ナ
フ

ァ
ソ

事
務

所
キ

ル
ギ

ス
共

和
国

事
務

所
中

東
地

域
大

洋
州

地
域

ア
フ

ガ
ニ

ス
タ

ン
事

務
所

パ
プ

ア
ニ

ュ
ー

ギ
ニ

ア
事

務
所

エ
ジ

プ
ト

事
務

所
サ

ウ
ジ

ア
ラ

ビ
ア

事
務

所
ヨ

ル
ダ

ン
事

務
所

シ
リ

ア
事

務
所

北
中

米
・

カ
リ

ブ
地

域
チ

ュ
ニ

ジ
ア

事
務

所
ト

ル
コ

事
務

所
ア

メ
リ

カ
合

衆
国

事
務

所
パ

レ
ス

チ
ナ

事
務

所
ア

ル
ゼ

ン
チ

ン
事

務
所

モ
ロ

ッ
コ

事
務

所
ド

ミ
ニ

カ
共

和
国

事
務

所
パ

ラ
グ

ア
イ

事
務

所
欧

州
地

域
ブ

ラ
ジ

ル
事

務
所

ペ
ル

ー
事

務
所

フ
ラ

ン
ス

事
務

所
ボ

リ
ビ

ア
事

務
所

バ
ル

カ
ン

事
務

所
ホ

ン
ジ

ュ
ラ

ス
事

務
所

エ
ル

サ
ル

バ
ド

ル
事

務
所

セ
ネ

ガ
ル

（
中

西
部

ア
フ

リ
カ

地
域

支
援

）
事

務
所

ケ
ニ

ア
（

東
南

部
ア

フ
リ

カ
地

域
支

援
）
事

務
所

メ
キ

シ
コ

（
中

米
・

カ
リ

ブ
地

域
支

援
）
事

務
所

南
ア

フ
リ

カ
共

和
国

（
ア

フ
リ

カ
地

域
支

援
）
事

務
所

タ
イ

（
ア

ジ
ア

地
域

支
援

）
事

務
所

フ
ィ

ジ
ー

（
大

洋
州

地
域

支
援

）
事

務
所




